
   

 
 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく  

平成２７年度千葉県計画に関する 

事後評価 

 

 
平成２８年９月 

平成３０年９月（介護分） 

千葉県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

☑ 行った 
（実施状況） 
 ・平成２８年９月１２日 千葉県医療介護総合確保促進会議において議論 
 ・平成３０年８月３１日 千葉県医療介護総合確保促進会議において議論 
 

 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 
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２．目標の達成状況 

 
平成２９年度千葉県県計画に規定する目標を再掲し、平成２９年度終了時における目標

の達成状況について記載。 

 

千葉県全体（目標） 
 
① 千葉県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 
 
 
 
この全体目標を達成するため、本県の医療提供体制の現状と課題を踏まえ、６つの柱に

沿って事業を展開する。 
  ６つの全体目標については、継続的な把握・点検が必要であることから３０年度計画

以降もほぼ同一の指標を評価指標として採用している。 

 
目標① 地域包括ケアの推進 

 

今後、急増することが見込まれる医療需要に対応するためには、入院・外来医療 
だけでなく、在宅医療の仕組みを整備していくとともに、医療や介護などが包括的に確保

された地域包括ケアシステムを構築していくことが必要となる。 
このため、高齢者だけではなく、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるための対策

を進めることとする。 
【定量的な目標値】 
・ 介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年）→ 増加（平成２９年） 
・ 機能強化型訪問看護ステーション数 

１６箇所（平成２９年６月）→ １８箇所（平成２９年度） 
・ 在宅療養支援診療所数 

３３９箇所（平成２９年６月）→ ３７２箇所（平成２９年度） 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 

３２５箇所（平成２９年６月）→ ３５２箇所（平成２９年度） 
・ 在宅患者訪問診療実施診療所数 

４９１箇所（平成２６年９月）→ ９７０箇所（平成２９年度） 
・ 在宅患者訪問診療（居宅）実施歯科診療所数 

３４２箇所（平成２６年１０月）→ ４５０箇所（平成２９年度） 
・ 在宅患者訪問薬剤管理指導届出薬局数 

１，７０３箇所（平成２９年１月）→１，７４０箇所（平成２９年度） 
・ 入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 

３９箇所（平成２７年）→ 増加（平成２９年度）   

全体目標：安心で質の高い医療・介護サービスが受けられ、最期まで自分らしく 

生きられる千葉県を目指して 
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目標② 医療機関の役割分担の促進 

人口当たりの病床数が全国平均の７割程度しかない本県では、効率的な医療提供体制

をつくるために、医療機関の役割分担を進めることは大変重要である。 
地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床の整備、救急医療

や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床機能等の分化及び連携等を進める。  
【定量的な目標値】 
・自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制にあると感じている県民の割合 
 ６１．９％（平成２８年）→ ６６．０％（平成２９年） 
・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口１０万対） 
 ５５．０床（平成２９年度）→ 増加（平成３０年度） 
・地域包括ケア病棟の病床数（人口１０万対） 
 ２０．０床（平成２９年度）→ 増加（平成３０年度） 
・心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後の生存率 
 １３．５％（平成２７年）→ ２０．０%（平成２９年） 
 

 
目標③ 医療従事者の確保・定着 

急速な高齢化に伴い、医療や介護を必要とする高齢者が急増することにより、医療  

従事者がますます不足することが想定されており、医療従事者にとって魅力ある環境づ

くりに努め、今後も安全で質の高い医療・介護を提供できる体制を確保する必要がある。 
このため、医療従事者が働きやすい職場をつくり、人材の確保・定着につながる対策を

進めることとする。 
 

【定量的な目標値】 
・医師人数 
 １１，３３７人（平成２６年）→ 増加（平成２９年） 
・看護職員数 
 ５５，７５９人（平成２８年）→ 増加（平成２９年） 
・初期臨床研修修了者の県内定着率 
５０．８％（平成２９年３月修了者）→ ８０%（平成３０年３月修了者） 

・看護職員の離職率 
 １１．７％（平成２７年度）→ 低下（平成２９年度） 
・看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 
 ６７．３％（平成２９年３月卒業生）→ ７０．５％（平成３０年３月卒業生） 
・看護職員の再就業者数（県のナースセンター事業によるもの） 
 ２６９人（平成２８年度）→ ２９０人以上（平成２９年度） 

 
 
 

目標④ 地域医療の格差解消 

診療科によって医師の偏在が大きく、医師の確保が特に難しい「周産期医療」や 

「小児（救急）医療」の担い手は全県的に不足している。 
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このため、誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、診療科によって異なる課

題に応じた対策を進めることとする。 

 

【定量的な目標値】 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口１０万対） 
 ６．８人（平成２６年）→ 増加（平成２９年） 
・医療施設従事医師数（小児科）（人口１０万対） 
 １０．３（平成２６年）→ 増加（平成２９年） 

 

  目標⑤ 介護施設等の整備促進 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着型サービス等

の介護サービスの提供体制の整備を進める。また、本県は 65 歳以上の高齢者人口に対す

る特別養護老人ホームや介護老人保健施設等の介護施設定員数は全国に比べて 

大幅に少ない状況であり、地域の実情に応じた施設整備を進める。 

 

【定量的な目標値】 

・介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年）→ 増加（平成２９年度） 

・「定期巡回随時対応型訪問介護看護」を実施している市町村数 

１７市町村（平成２９年３月）→ ３０市町村（平成２９年度） 

・特別養護老人ホーム整備定員数（広域型・地域密着型） 

２４，９６９床（平成２９年７月）→ ２７，８８０床（平成２９年度） 

・広域型特別養護老人ホーム  

２３，２０４床（平成２９年７月）→ ２５，７６８床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１，７６５床（平成２９年７月）→ ２，１１２床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

１５，２３３床（平成２９年２月）→ １６，５９９床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

５６１人／月分（平成２８年度）→１，９２７人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１３，６９３回／月分（平成２８年度）→２０，２２８回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

６，３１５人／月分（平成２８年度）→７，２５８人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２，０６０人／月分（平成２８年度）→３，５０７人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１０５人／月分（平成２８年度）→３２５人／月分（平成２９年度） 

目標⑥ 介護従事者の確保・定着 

要介護等高齢者の急増が見込まれる中で、介護従事者は、離職率や入職者数を勘案する

と、大幅な不足が想定されている。介護従事者にとって魅力ある働きやすい職場環境づく
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りに努め、人材の確保・定着につながる対策を進め、今後も質の高い介護を提供できる体

制を確保する。 

 

【定量的な目標値】 

・介護職の就労者数 

６７，６００人（平成２５年）→ ８４，０５２人（平成２９年） 

・介護職員の離職率 

１７．８％（平成２８年）→ 減少（平成２９年） 

 

② 計画期間  平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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＜目標の達成状況＞ 

□千葉県全体（達成状況） 

 

目標① 地域包括ケアの推進 

１）目標の達成状況 

・ 介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 
４０．５％（平成２７年）→ ３４．０％（平成２９年） 

・ 機能強化型訪問看護ステーション数 
１６箇所（平成２９年６月）→ １６箇所（平成２９年１０月） 

・ 在宅療養支援診療所数 
３３９箇所（平成２９年６月）→ ３５９箇所（平成２９年度） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数 
３２５箇所（平成２９年６月）→ ３５８箇所（平成３０年３月） 

・ 在宅患者訪問診療実施診療所数 
４９１箇所（平成２６年９月）→ 今後評価 
※29 年度の数値は平成 30 年 11 月頃公表予定（医療施設静態調査） 

・ 在宅患者訪問診療（居宅）実施歯科診療所数 

３４２箇所（平成２６年１０月）→ 今後評価 

※29 年度の数値は平成 30 年 11 月頃公表予定（医療施設静態調査） 

・ 在宅患者訪問薬剤管理指導届出薬局数 

１，７０３箇所（平成２９年１月）→１，８１９箇所（平成３０年４月） 

・ 入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 
３９箇所（平成２７年）→ ６６（平成２８年度）   

 

・在宅医療に関わる医療・福祉関係者による協議会の開催による連携強化や地域 

リハビリテーション連携体制の構築を図った。 

・在宅歯科に必要な医療機器の設備整備（３５施設）に助成し、連携室を設置し窓口相

談、歯科診療所等の紹介を行った。 

・訪問看護に関する普及啓発を行い、訪問看護ステーションの開設や運営管理などに関

する総合相談窓口を設置・運営した。 

・医師等を対象に在宅医療を実施するための動機づけ、必要な知識、在支診の経営等に

関する研修及び在支診の経営等について個別にアドバイザーの派遣事業を実施した。 

・県民に対してオール千葉方式の啓発ができるように県内の医療・介護従事者向けの研

修を実施し、啓発についてキックオフイベントを開催し、周知を図った。 

 
 ２）見解 

・在宅医療の提供体制の整備では、在宅療養支援診療所、歯科診療所に目標達成や改善

傾向がみられ、一定程度の整備が進んだ。 
・次年度計画において引き続き地域包括ケアの推進の検討を図り在宅医療の提供体制整

備を重点的に進めていく。 
 
３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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目標② 医療機関の役割分担の促進 

１）目標の達成状況 

・自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制にあると感じている県民の割合 
 ６１．９％（平成２８年）→ ６３．６％（平成２９年） 
・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口１０万対） 
 ５５．０床（平成２９年度）→ ６０．０床（平成３０年度） 
・地域包括ケア病棟の病床数（人口１０万対） 
 ２０．０床（平成２９年度）→ ２６．０床（平成３０年度） 
・心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後の生存率 
 １３．５％（平成２７年）→ １４．１%（平成２８年） 

  救急・救助の現況（消防庁）による。平成２９年の生存率は平成３０年１２月頃判明 
 
・がん診療施設・設備整備を実施した。（２箇所） 
・院内助産所・助産師外来設備整備を実施した（１箇所） 
・救急基幹センタ－運営事業（３箇所） 

 
 

２）見解 

・地域包括ケア病棟等の整備が進み、病床機能分化が一定程度進んだ。 
・引き続き次年度計画において、改善策の検討を図りながら、病床の機能分化・連携事

業を推進するための基盤整備事業を継続し、重点的に実施する。 
 

 ３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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目標③ 医療従事者の確保・定着 

１）目標の達成状況 

・医師人数 
 １１，３３７人（平成２６年）→ 増加傾向（平成２９年） 
平成 29 年 12 月に公表された三師会調査（隔年調査）では平成 28 年末医師人数は 11,843
人となっており、増加傾向にある。 

・看護職員数 
 ５５，７５９人（平成２８年）→ 今後評価 
平成 30 年の看護職員数について衛生行政報告例により、平成 31 年夏頃公表予定（隔年調査） 

・初期臨床研修修了者の県内定着率 
５０．８％（平成２９年３月修了者）→ ４５．９%（平成３０年３月修了者） 

・看護職員の離職率 
 １１．７％（平成２７年度）→ １１．５％（平成２８年度） 
 日本看護協会調査により、平成 29 年度の離職率については平成 31 年 5 月頃公表予定。 
・看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 
 ６７．４％（平成２９年３月卒業生）→ ６７．９％（平成３０年３月卒業生） 
・看護職員の再就業者数（県のナースセンター事業によるもの） 
 ２６９人（平成２８年度）→ ２９０人（平成２９年度） 

 
・臨床研修医を対象とした合同就職説明会や研修を実施し、臨床研修修了者の県内定着率

の向上に向けた取り組みを実施した。 
・女性医師就労支援の取組みに必要な経費を支援し、１１医療機関へ助成を実施した。 
・看護師等学校養成所への運営費の支援を実施し、看護師養成所の県内で看護業務に従事

しようとする者に対して、修学資金の貸付を実施した。また、看護学生を受け入れる実

習病院の運営費の支援を実施した。 
・未就職看護職者の再就業に向けた講習会を開催し、再就業者が増加した。 
・新人看護職員、看護職員の研修を行い、離職率の低下を図った。 
・病院内保育所の設置を行う医療機関に対し助成を実施した。 
・看護師宿舎施設を整備する医療機関に対し助成を実施した。 
・歯科衛生士の復職支援研修を実施した。 
 

 ２）見解 

・看護師等養成所支援事業、看護職員を対象とした研修事業・修学資金の貸付によって人

材確保が一定程度進んだが、初期臨床研修修了者の県内定着率や医療従事者に係る勤務

改善支援事業などについては目標に達しなかった。 
・引き続き次年度計画において、改善策の検討を図りながら、医師及び看護師確保対策事

業を継続し、重点的に実施する。 
 
３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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目標④ 地域医療の格差解消 

１）目標の達成状況 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口１０万対） 
 ６．８人（平成２６年）→ 増加傾向（平成２９年） 
 平成 29 年 12 月に公表された三師会調査（隔年調査）では、平成 28 年末医師人数は 7.3 人と

なっており、増加傾向にある。 

・医療施設従事医師数（小児科）（人口１０万対） 

 １０．３（平成２６年）→ 増加傾向（平成２９年） 

 平成 29 年 12 月に公表された三師会調査（隔年調査）では、平成 28 年末医師数は 10.5 人とな

っており、増加傾向にある。 

 

 ・医師不足病院医師派遣促進を実施し、９名の医師派遣を行った。 

・産科医確保・育成のために、産科医等の処遇改善等のための分娩手当や研修手当を支

給する医療機関に対して、その手当の一部を助成した。 

・新生児医療に従事する医師に対して処遇改善等のための手当を支給する医療機関に対

して、その手当の一部の助成を実施するとともに、小児救急医療の拠点となる 

病院の体制整備を実施した。また小児救急電話相談の充実により、負担軽減を図った。 

 

２）見解 

・産科・小児科医師数が増加傾向にあるが、産科・小児科の医療施設従事医師数が全国平

均を下回るなど地域医療の格差の解消に向けて更なる取組が必要である。 
・引き続き、医師数の動向等を注視しながら地域医療の基盤支える自治体病院の医師不足

解消や周産期医療、小児救急医療の体制整備を継続して、重点的に実施する。 
 
３）各目標の継続状況 

 
  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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目標⑤ 介護施設等の整備促進 
１）目標の達成状況 

・介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年）→３４．０％（平成２９年） 

・「定期巡回随時対応型訪問介護看護」を実施している市町村数 

１７市町村（平成２９年３月）→ ２０市町村（平成２９年度） 

・特別養護老人ホーム整備定員数（広域型・地域密着型） 

２４，９６９床（平成２９年７月）→ ２６，３０８床（平成２９年度） 

・広域型特別養護老人ホーム  

２３，２０４床（平成２９年７月）→ ２４，４９１床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１，７６５床（平成２９年７月）→ １，８１７床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

１５，２３３床（平成２９年２月）→ １５，５９４床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

５６１人／月分（平成２８年度）→６２２人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１３，６９３回／月分（平成２８年度）→１２，９０９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

６，３１５人／月分（平成２８年度）→６，６７５人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２，０６０人／月分（平成２８年度）→２，３２９人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１０５人／月分（平成２８年度）→１８４人／月分（平成２９年度） 

  

 ・広域型特別養護老人ホームを整備した。（１５箇所・１，２２０床） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を整備した。（１箇所） 

 ・認知症高齢者グループホームを整備した。（２箇所・２７床） 

・地域密着型特別養護老人ホームを整備した。（３箇所・８７床） 

・小規模多機能型居宅介護事業所を整備した。（７箇所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所を整備した。（６箇所） 

・地域包括支援センターを整備した。（１箇所） 

 

２）見解 

・介護施設等の整備については、広域型特別養護老人ホームなど増加傾向であるが、目標

に達しない評価指標もあることから、次年度以降においても市町村等と連携しながら介

護施設等の整備の推進を図っていく。 
 

３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成 30 年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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目標⑥ 介護従事者の確保・定着 

１）目標の達成状況 

・介護職の就労者数 

６７，６００人（平成２５年度）→ ７６，７９２人（平成２８年度） 
都道府県別介護職員調査による。平成 29 年度の数値は平成 31 年 6 月頃公表予定。 

・介護職員の離職率 

１７．８％（平成２８年）→ １５．４％（平成２９年） 
 

・生活支援コーディネーター養成研修を実施し、コーディネータ―を養成した。 

・地域における高齢者の社会参加と地域の担い手を養成する事業を実施した。 

・福祉人材の参入促進のために、福祉・介護体験等のセミナーの開催や合同面接会の開

催、就職相談等を実施した。 

・介護職員の資質向上のために、喀痰吸引の研修等を実施した。 

・認知症ケアに携わる人材育成のために、サービス事業管理者への研修やかかりつけ医

や病院勤務の医療従事者向け研修を実施した。 

・認知症初期集中支援チーム構築の支援を実施した。 

・介護ロボットの導入を図る事業者に対し助成を実施した。 

 

２）見解 

・介護職の就労者数の増加、介護職員の更なる離職率の低下に向け、引き続き人材定着事

業を実施していく。 
・介護従事者の確保・定着に向けて、多くの関連事業を実施しており、引き続き、改善策

の検討などを図りながら、介護従事者の確保・定着事業を継続し、重点的に実施する。 
 

 
 ３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成 30 年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■千葉区域（目標と計画期間） 

 

○千葉区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

千葉区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・一般

診療所数、一般病床数、医師数・看護師数など医療資源全般について上回っており、在宅

医療に関する資源が相対的に充実し、医療機関相互の連携も活発な区域である。 
一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率が大きい区域で  

ある。 
今後も、周産期医療、高度医療など、地域のニーズに即した診療機能の充実、在宅   

医療体制の整備促進を図っていく。 
 
 

② 介護 

 千葉区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が横ばいの中、７５歳以上

人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況

であり、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

 また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉  

人材確保・定着地域推進協議会（千葉地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、    

事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を

図る。 

【定量的な目標値】（平成２８年度→平成２９年度の目標値） 
・広域型特別養護老人ホーム  

３，２４２床（平成２８年度）→３，４０２床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

８７床（平成２８年度）→ ８７ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 ２，１５２ 床（平成２８年度）→２，１５２ 床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

１０４人／月分（平成２８年度）→４２３人／月分（平成２９年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

２，１９６回／月分（平成２８年度）→１，３１８回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，５２６人／月分（平成２８年度）→１，６２７人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２４２人／月分（平成２８年度）→２５３人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→９３人／月分（平成２９年度） 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□千葉区域（達成状況） 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

  ①医療 
全県の目標達成状況と同じ。 

  
 ②介護 
・広域型特別養護老人ホーム  

３，２４２床（平成２８年度）→３，４８２床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

８７床（平成２８年度）→ ８７ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 ２，１５２ 床（平成２８年度）→２，２１３ 床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

１０４人／月分（平成２８年度）→１４７人／月分（平成２９年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

２，１９６回／月分（平成２８年度）→１，０５９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，５２６人／月分（平成２８年度）→１，５６７人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２４２人／月分（平成２８年度）→３３５人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→９人／月分（平成２９年度） 

 

２）見解 

全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P18） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■東葛南部区域（目標と計画期間） 

 

○東葛南部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

東葛南部区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、一般  

診療所数は上回っているものの、病院数は下回っており、一般病床数は大幅に下回ってい

る。医療従事者についても、医師数・看護師数ともに下回っている。 
また、この区域は、在宅医療の担い手が在宅療養支援診療所を除き、比較的少ない状況

である。 
一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率が大きい区域で  

ある。 
今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進するとともに、診療所の後方支援機能や  

救急医療など地域のニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 
② 介護 

 東葛南部区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、７５歳以

上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 
特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況

であり、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人

材確保・定着地域推進協議会（葛南地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、事業

所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を図

る。 
【定量的な目標値】（平成２８年度→平成２９年度の目標値） 
・広域型特別養護老人ホーム  

４，６９５床（平成２８年度）→５，４９２床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２８６床（平成２８年度）→ ３４４床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設  

 ３，３９０床（平成２８年度）→３，７６１床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２３３人／月分（平成２８年度）→５３０人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

３，１１０回／月分（平成２８年度）→３，９６４回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，３７９人／月分（平成２８年度）→１，７０５人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４２４人／月分（平成２８年度）→８７４人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１３人／月分（平成２８年度）→７０人／月分（平成２９年度） 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□東葛南部区域（達成状況） 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

①医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

４，６９５床（平成２８年度）→５，０９３床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２８６床（平成２８年度）→ ２８６床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設  

 ３，３９０床（平成２８年度）→３，２０４床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２３３人／月分（平成２８年度）→２３１人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

３，１１０回／月分（平成２８年度）→３，２９９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，３７９人／月分（平成２８年度）→１，４５６人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４２４人／月分（平成２８年度）→４６５人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１３人／月分（平成２８年度）→１４人／月分（平成２９年度） 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P19） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■東葛北部区域（目標と計画期間） 

 

○ 東葛北部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

東葛北部区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、歯科  

診療所数は上回っているものの、病院数・一般診療所数ともに下回っており、一般病床数

も下回っている。医療従事者については、歯科医師数は上回っているものの、医師数・看

護師数ともに下回っている。 
また、この区域は、在宅医療に関する資源が充実し、医療機関相互の連携も活発である。 
一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率が大きい区域で  

ある。 
今後も、救急医療など地域のニーズに即した診療機能の充実、在宅医療体制の整備促

進を図っていく。 

 

② 介護  

東葛北部区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、７５歳以

上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。特別養護老人ホームの整備は、高齢

者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況であり、増大する介護ニーズに対応す

るため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人

材確保・定着地域推進協議会（東葛地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、事

業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を

図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

４，６２９床（平成２８年度）→５，０３７床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４３０床（平成２８年度）→ ４３０ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

３，０４７床（平成２８年度）→３，２５３床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 １６０人／月分（平成２８年度）→５６４人／月分（平成２９年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３８１回／月分（平成２８年度）→２，６７２回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

 １，２９９人／月分（平成２８年度）→１，３３６人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４８０人／月分（平成２８年）→６８５人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２１人／月分（平成２８年）→６５人／月分（平成２９年度） 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□東葛北部区域（達成状況） 

【継続中（平成29年度の状況）】 

 １）目標の達成状況 

    ① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

  ②介護 
・広域型特別養護老人ホーム  

４，６２９床（平成２８年度）→５，１６１床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４３０床（平成２８年度）→ ４４４ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

３，０４７床（平成２８年度）→３，１３７床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 １６０人／月分（平成２８年度）→１４５人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３８１回／月分（平成２８年度）→１，５０５回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

 １，２９９人／月分（平成２８年度）→１，３５２人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４８０人／月分（平成２８年）→４８６人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２１人／月分（平成２８年）→８７人／月分（平成２９年度） 
 

 
２）見解 

 全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 
 ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P20） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■印旛区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 印旛区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

印旛区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・  

一般診療所数ともに下回っており、一般病床数も下回っている。医療従事者について

は、看護師数は上回っているものの、医師数は下回っている。 
なお、この区域は、平成２２年から平成３７年までの高齢者人口の増加率が４９．

４％と全区域の中で最も高く、今後、急速に高齢化が進むことから、医療提供体制の

充実が急務となっている。また、在宅医療の担い手が在宅療養支援歯科診療所を除き、

比較的少ない状況である。 
今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進するとともに、救急医療など地域のニー

ズに即した診療機能の充実を図っていく。 

 

② 介護  

印旛区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、７５歳以

上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っている 

ものの、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉  

人材確保・定着地域推進協議会（印旛地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施

設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確

保・定着を図る。 

【定量的な目標値】（平成２８年度→平成２９年度の目標値） 

・広域型特別養護老人ホーム  

３，０４８床（平成２８年度）→３，４７２床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２００床（平成２８年度）→ ３１６床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 １，７８５床（平成２８年度）→１，９８５床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３９人／月分（平成２８年度）→１８２人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，４８２回／月分（平成２８年度）→５，２４９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

５５６人／月分（平成２８年度）→６４３人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２３３人／月分（平成２８年度）→５６６人／月分（平成２９年度） 

 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□印旛区域（達成状況） 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 
 

  ②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

３，０４８床（平成２８年度）→３，１５３床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２００床（平成２８年度）→ １５１床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 １，７８５床（平成２８年度）→１，９７３床（平成２９年度） 

３９人／月分（平成２８年度）→５６人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，４８２回／月分（平成２８年度）→１，７９１回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

５５６人／月分（平成２８年度）→５６５人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２３３人／月分（平成２８年度）→２６７人／月分（平成２９年度） 

 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P21） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■香取海匝区域（目標と計画期間） 

 

○ 香取海匝区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

香取海匝区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、一般  

診療所数は下回っているものの、病院数では上回っており、病床数も上回っている。医療

従事者については、歯科医師数は下回っているものの、医師数・看護師数は上回っている。 
また、この区域は、在宅療養支援診療所と訪問看護ステーションの数は全県平均と  

ほぼ同水準であるが、医療機関相互の連携が十分とは言えない状況である。 
今後も、在宅医療機関の更なる連携を促進するとともに、区域の中核的病院の整備、

診療所の後方支援機能や救急医療など地域のニーズに即した診療機能の充実を図ってい

く。 

 

② 介護 

香取海匝区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１割以上減少する中、

７５歳以上人口は約１．２倍に増加すると見込まれている。 
特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っており、入

所待機者数の増加も鈍化傾向にある。また、費用面で多床室を望む人が多いなど、地域に

より状況が異なることから、地域の実情に応じた施設整備が必要である。 

要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人材  

確保・定着地域推進協議会（香取・海匝地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、

事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着

を図る。 

【定量的な目標値】（平成２８年度→平成２９年度の目標値） 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４６４床（平成２８年度）→１，６８５床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１６３床（平成２８年度）→２２０床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設   

 １，０２３床（平成２８年度）→１，０３４床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→１０／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０７５回／月分（平成２８年度）→１，６５６回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

３６６人／月分（平成２８年度）→４１９人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１９７人／月分（平成２８年度）→２２９人／月分（平成２９年度） 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□香取海匝区域（達成状況） 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４６４床（平成２８年度）→１，６２４床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１６３床（平成２８年度）→１６３床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設   

 １，０２３床（平成２８年度）→１，００４床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→１人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０７５回／月分（平成２８年度）→８８８回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

３６６人／月分（平成２８年度）→３７０人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１９７人／月分（平成２８年度）→２２１人／月分（平成２９年度） 

 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P22） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21



   

 
 

■山武長生夷隅区域（目標と計画期間） 

 

○山武長生夷隅区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

山武長生夷隅区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、  

病院数では上回っているものの、一般診療所数は下回っており、一般病床数は大幅に  

下回っている。医療従事者については、医師数・看護師数が全県平均値を大幅に下回って

おり、人口１０万対の産婦人科及び産科に従事する医師数は、県内で最も少ない状況であ

る。 
また、この区域は、在宅医療の担い手が少ない区域である。 
一方、地域医療の中核を担う医療機関が平成２６年４月に開院し、三次救急医療体制が

新たに整備されたところである。 
今後も、医師・看護師の確保対策が急務であるほか、地域の医療・介護資源の状況を

踏まえて在宅医療の体制整備を進めるとともに、救急医療など地域のニーズに即した  

診療機能の充実を図っていく。 
② 介護 

山武長生夷隅区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１割以上減少す

る中、７５歳以上人口は約１．４倍に増加すると見込まれている。特別養護老人ホームの

整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っているものの、増大する介護ニーズ

に対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉  

人材確保・定着地域推進協議会（山武・長生・夷隅地域）を設置・開催し（年１回）、地

域の施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の

確保・定着を図る。 
【定量的な目標値】（平成２８年度→平成２９年度の目標値） 
・広域型特別養護老人ホーム  

２，４５８床（平成２８年度）→２，９３７床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１５５床（平成２８年度）→ ２１３床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 １，５８２床（平成２８年度）→１，５９７床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ３人／月分（平成２８年度）→４６人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３２１回／月分（平成２８年度）→２，３７４回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

５０６人／月分（平成２８年度）→６９３人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２１２人／月分（平成２８年度）→３１３人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
３０人／月分（平成２８年度）→２２人／月分（平成２９年度） 

○計画期間 
平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□山武長生夷隅区域（達成状況） 

 

【継続中（平成29年度の状況）】 

  １）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

２，４５８床（平成２８年度）→２，６０４床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１５５床（平成２８年度）→ ２１３床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

 １，５８２床（平成２８年度）→１，５３５床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 ３人／月分（平成２８年度）→４人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３２１回／月分（平成２８年度）→１，３３９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

５０６人／月分（平成２８年度）→６３２人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２１２人／月分（平成２８年度）→２１３人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
３０人／月分（平成２８年度）→３０人／月分（平成２９年度） 

 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P23） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■安房区域（目標と計画期間） 

 

○ 安房区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

安房区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・一般

診療所数、一般病床数、医師数・看護師数など医療資源全般について大幅に上回っており、

在宅医療に関する資源が県内で最も充実し、医療機関相互の連携も活発な区域である。 
ただし、高齢化率（総人口に対する６５歳以上人口の割合）が３３．７％と全区域の中

で最も高い状況であること、また、地域の拠点病院である１医療機関に勤務する医師・看

護師を除くと、人口１０万対医師数・看護師数は全県平均値を大きく下回る状況であるこ

とに留意する必要がある。 
今後も、救急医療など地域のニーズに即した診療機能や後方支援機能の充実を図って

いく。 

② 介護 

安房区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１６．２％減少する中、

７５歳以上人口は約１．２倍に増加すると見込まれている。特別養護老人ホームの整備は、

高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っており、入所待機者数の増加も鈍化  傾向

にある。また、費用面で多床室を望む人が多いなど地域により状況が異なること  から、

地域の実情に応じた施設整備が必要である。 

要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人材確

保・定着地域推進協議会（安房地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、事業、教

育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 
・広域型特別養護老人ホーム  

９１２床（平成２８年度）→１，１３６床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４９床（平成２８年度）→ ４９ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

７７９床（平成２８年度）→８７９床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→１０人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

２，６０１回／月分（平成２８年度）→２，１７３回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２６６人／月分（平成２８年度）→３３６人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１０２人／月分（平成２８年度）→２３１人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１４人／月分（平成２８年度）→３６人／月分（平成２９年度） 

○ 計画期間 
平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□安房区域（達成状況） 

 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

９１２床（平成２８年度）→９７２床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４９床（平成２８年度）→ ４９ 床（平成２９年度） 

・介護老人保健施設 

７７９床（平成２８年度）→７５６床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２８年度）→０人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

認知症高齢者グループホーム 

２，６０１回／月分（平成２８年度）→２，５４６回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２６６人／月分（平成２８年度）→２７０人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１０２人／月分（平成２８年度）→１１２人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

１４人／月分（平成２８年度）→１３人／月分（平成２９年度） 

 
２）見解 

 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P24） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■君津区域（目標と計画期間） 

 

○ 君津区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

① 医療 

君津区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数は  

上回っているものの、一般診療所数は下回っており、一般病床数は大幅に下回っている。

医療従事者については、医師数・看護師数ともに全県平均値を下回っている。 
また、この区域は在宅医療の担い手が特に少ない状況である。 
今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進し、地域の医療・介護資源の状況を踏まえて

在宅医療の体制整備を進めるとともに、診療所の後方支援機能や救急医療など地域のニー

ズに即した診療機能の充実を図っていく。 
 

② 介護 

君津区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が８．６％減少する中、７

５歳以上人口は約１．７倍に急増すると見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っているもの

の、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人

材確保・定着地域推進協議会（君津地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、事業

所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を図

る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４７４床（平成２８年）→１，６７９床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

３３７床（平成２８年）→ ３６６ 床（平成２９年度） 

  ・介護老人保健施設 

   １，０４０床（平成２８年度）→１，０６６床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

１９人／月分（平成２８年度）→１３２人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

５２８回／月分（平成２８年度）→６８１回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２１６人／月分（平成２８年度）→２６０人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８５人／月分（平成２８年度）→２２２人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  

２７人／月分（平成２８年度）→２９人／月分（平成２９年度） 
○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□君津区域（達成状況） 

 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４７４床（平成２８年）→１，４７４床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

３３７床（平成２８年）→ ３６６ 床（平成２９年度） 

  ・介護老人保健施設 

   １，０４０床（平成２８年度）→９８０床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

１９人／月分（平成２８年度）→２９人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

５２８回／月分（平成２８年度）→４７９回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２１６人／月分（平成２８年度）→２２３人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８５人／月分（平成２８年度）→１１６人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  

２７人／月分（平成２８年度）→２８人／月分（平成２９年度） 
 

 

２）見解 

   全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P25） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■市原区域（目標と計画期間） 

 

○ 市原区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

市原区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・一般

診療所数ともに下回っているものの、一般病床数はわずかに上回っている。医療従事者に

ついては、医師数・看護師数ともに全県平均値を上回っている。 
また、この区域は、在宅療養支援診療所と訪問看護ステーションの数は全県平均と  

ほぼ同水準であるが、医療機関相互の連携が十分とは言えない状況である。 
一方、救命救急センターが平成２９年４月に指定され、三次救急医療体制が新たに整備

されたところである。 
今後も、在宅医療機関の更なる連携を促進するとともに、救急医療など地域のニーズ

に即した診療機能の充実を図っていく。 

② 介護 

市原区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が６．６％減少する中、７

５歳以上人口は約２倍に急増すると見込まれている。特別養護老人ホームの整備は、高齢

者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況であり、増大する介護ニーズに対応す

るため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人

材確保・定着地域推進協議会（市原地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、事業

所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・定着を図

る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

８２８床（平成２８年度）→９２８床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２８年度）→ ８７床（平成２９年度） 

  ・介護老人保健施設 

   ７９２床（平成２８年度）→８７２床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３人／月分（平成２８年）→３０人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

０回／月分（平成２８年）→１４１回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２０２人／月分（平成２８年度）→２３９人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８６人／月分（平成２８年度）→１３４人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能居宅介護事業所  

０人／月分（平成２８年度）→１０人／月分（平成２９年度） 

○計画期間 

平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
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□市原区域（達成状況） 

 

【継続中（平成29年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

８２８床（平成２８年度）→９２８床（平成２９年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２８年度）→ ５８床（平成２９年度） 

  ・介護老人保健施設 

   ７９２床（平成２８年度）→７９２床（平成２９年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３人／月分（平成２８年）→１１人／月分（平成２９年度） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

０回／月分（平成２８年）→３回／月分（平成２９年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

２０２人／月分（平成２８年度）→２４０人／月分（平成２９年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８６人／月分（平成２８年度）→１１３人／月分（平成２９年度） 

・看護小規模多機能居宅介護事業所  

０人／月分（平成２８年度）→２人／月分（平成２９年度） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P２８） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

  

29



   

 
 

３．事業の実施状況 

事業の区分 ②「居宅等における医療の提供」 
事業名 【NO.1】 

在宅医療拠点運営事業 

【総事業費】 
17,940 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県、千葉県看護協会、千葉県歯科医師会、千葉県リハビリテーショ 

ン支援センター、地域リハビリテーション広域支援センター（病院） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

①在宅療養支援歯科診療所数 

177 箇所（平成 27 年 6 月）→増加（平成 28 年 6 月） 

②訪問看護ステーション数 

284 箇所（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

③千葉県地域リハビリテーション連携指針の見直し 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

在宅医療を推進するため、相談窓口の運営、普及啓発、情報提供などを実施

するとともに、多職種連携や医療機関相互の連携に関する調整などを推進す

る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①在宅歯科に関する相談実施件数 

62 件（平成 26 年度）→100 件（平成 27 年度） 

②訪問看護に関する総合相談実施件数 

85 件（平成 26 年度）→150 件（平成 27 年度） 

③リハビリテーション支援拠点の運営 

全県支援拠点 1 か所（平成 27 年度） 

圏域支援拠点（圏域毎に 1 か所） 9 箇所（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①平成 27 年度の相談件数は 51 件であった。 

（在宅歯科医療希望者からの相談：35 件、在宅歯科医療対応の医療機関の紹

介：16 件） 

②訪問看護に関する総合相談実施件数 110 件（平成 27 年度） 

③全県支援拠点（県支援センター）に加え、9 圏域すべてにおいて圏域支援

拠点（広域支援センター）を設置・運営した。 

【未達成の原因等】 

①在宅歯科相談に対応する連携室について、周知が行き届いていない可能性

があるため、周知時期や周知の手段等について検討する。 

②相談対象となる看護師等への周知が行き届いていない可能性があるため、

周知方法を検討する。 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①在宅療養支援歯科診療所数、216 箇所（平成 28 年 6 月） 

②訪問看護ステーション数 312 件（平成 27 年度） 

③千葉県地域リハビリテーション連携指針見直しのための検討部会を設置

し、検討結果を報告書としてとりまとめた。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
①市町村歯科保健担当者の会議・研修会や、医師会の会報誌（ミレニアム）

等において在宅歯科医療連携室の周知に努め、在宅歯科医療を必要としてい

る県民に対し、適切な情報及び歯科医療を提供できた。 
①在宅歯科医療を行う歯科診療所の増加につながっている。 
②訪問看護ステーション等に関する総合相談や在宅医療普及啓発（ﾌｫｰﾗﾑ、就

職ﾌｪｱ、研修会等）に努めることで、ステーション数の増加につながっている。

今後も訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ支援体制の強化、充実のための施策の検討、展開を図

っていく。 
③各広域支援センターにおいて特色ある取組みを継続して行うことにより、

市町村及び関係医療機関との連携をより密にし、圏域の特性に応じた地域リ

ハビリテーション支援体制の推進を図ることができている。 
③現状と課題の整理を行い、今後の地域リハビリテーション支援体制構築の

ための施策の方向性を打ち出すことができた。 
その他 ③連携指針の見直しにより、広域支援センターが担うべき機能・役割につい

ても見直しを行ったところであり、各圏域における支援体制の強化・充実を

さらに進めていく必要がある。 
③今後は見直し結果を踏まえ、具体的な施策の検討・展開を図っていく。 
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事業の区分 ②「居宅等における医療の提供」 
事業名 【NO.2】 

在宅歯科診療設備整備事業 

【総事業費】 
21,250 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関（歯科診療所） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ①在宅療養支援歯科診療所数 

177 箇所（平成 27 年 6 月）→増加（平成 28 年 6 月） 

②安心で安全な在宅歯科医療の提供体制が図られる。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

安全で質の高い、在宅歯科診療を行う歯科診療所の増加を図るために、在宅

歯科診療を行う歯科診療所に対して在宅歯科医療機器及び医療安全体制を

確立するために必要な装置（ＡＥＤやパルスオキシメーター等）の購入費用

を補助する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①在宅歯科医療機器等の購入を支援した歯科診療所 

5 施設（平成 26 年度）→13 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①在宅歯科医療機器の購入は 30 施設であり、目標を大きく上回った。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①在宅療養支援歯科診療所数 216 箇所（平成 28 年 6 月） 

②歯科以外の偶発的事案に対処するため、医療安全対策に関する設備整備に

係る経費を 27 施設に支援した。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
・在宅歯科医療を行う歯科診療所の増加につながった。 
・AED を設置している歯科診療所が増え、安全で安心な在宅歯科医療の提供

体制の整備へつながった。 
その他  
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事業の区分 ②「居宅等における医療の提供」 
事業名 【NO.3】 

在宅医療推進支援事業 

【総事業費】 
12,607 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県、千葉県医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ①在宅療養支援診療所数 

345 箇所（平成 27 年 6 月）→ 増加（平成 28 年 6 月） 

②在宅医療の推進について、市町村や在宅医療介護関係者との協議が進んで

いる地域が増える。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

在宅医療に関わる医療・福祉関係者による協議会を開催し、在宅医療や地域

の課題について検討するとともに関係者の連携強化により在宅医療の推進

を図る。 

県内全ての地区医師会において、在宅医療の推進について、会議、研究会、

講演会等を開催し検討する。 

市町村職員や介護関係者、県民を対象にした在宅医療に関する研修等を行

う。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①在宅医療推進連絡協議会の開催 １回 

②県内全ての地区医師会において、在宅医療の推進について課題、多職種連

携のあり方、基本的な方向性について検討する。 

③市町村職員や介護関係者を対象にした研修参加数 150 人 

④県民を対象にした在宅医療フォーラムの参加数 150 人 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①在宅医療推進連絡協議会の開催 １回 

②２３地区医師会のうち２０地区医師会において、在宅医療推進のための基

本方針の策定に向けて取り組んだ。 

③在宅医療に関する研修を５回開催し、１３５名が参加した。 

④県民を対象にした在宅医療に関するフォーラムを開催し、２８７名が参加

した。 

【未達成の原因等】 

②県医師会を通じて、地区医師会の取組を促進、支援する。 

③介護関係者の積極的な参加を呼びかける。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①在宅療養支援診療所数 

345 箇所（平成 27 年 6 月）→ 356 箇所（平成 28 年 4 月） 

②地区医師会と市町村や介護関係者との協議の促進が図られた。 
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（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
①切れ目のない在宅医療体制の構築のために必要な体制整備、関係者間の連

携体制について、関係者間で意見交換することで、現状と課題を共有する機

会となった。 
②地区医師会が在宅医療の推進に向けて取り組むことにより、市町村の在宅

医療・介護連携推進事業の取組の円滑化が図られた。 
③市町村職員、介護関係者等が在宅医療に関する知識について学習できたこ

とや在宅医療に関する県民の理解の促進が図られた。 
④在宅医療に関する県民の理解の促進が図られた。 

その他  
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事業の区分 ②「居宅等における医療の提供」 
事業名 【NO.4】 

入院患者退院時支援事業 

【総事業費】 
10,956 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県医師会、医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ①入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 

37 箇所（平成 24 年 9 月）→ 増加（平成 27 年度） 

②地域における医療と福祉の連携体制が構築されるとともに、関係機関の支

援のノウハウが蓄積される。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

・脳卒中患者の退院時支援について、モデル地域（2 地域）において、関係

者が地域の実情にあわせた退院時支援ルールを決め、実践・検証を行う。（3 

年計画の 2 年目） 

・概ね 60 歳以上の主診断名が統合失調症の入院患者に対し、病院内外の多

職種からなるチームで、退院に向けた支援をモデル的に実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①2 ヵ所のモデル地域において、地域の医療介護関係者で退院時の連携ルー

ルを決定でき、ルールに基づいた退院時支援ができる各地域モデル 3 例実施

（平成 27 年度） 

②高齢者入院患者（主診断名が統合失調症）の地域移行の実施病院数 

6 病院（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①脳卒中患者の退院支援事業（3年計画の 2年目） 

モデル事業運営委員会において、2 つの二次保健医療圏を選定し、退院支援

のルールづくりについてモデル地域において検討を行い、退院支援の実践は

28 年度の取り組みとなった。 

②5 病院において、概ね 60 歳以上の主診断名が統合失調症の入院患者に対

し、病院内外の多職種のチームで、退院に向けた支援を実施した。 

【未達成の原因等】 

①モデル地区において、退院支援ルールづくりの検討に十分な時間をかけた

ことで、実践については 28 年度の取組となった。 

②実施した病院で培った支援のノウハウを、県内の他の病院や事業所の支援

者等に周知を図っていく。 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数→２９年度

調査予定 
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②退院支援ルールづくりのためにモデル地域において、医療、介護等の関係

者が検討することで、地域における医療・介護、福祉の連携体制の基盤づく

りとなった 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
①モデル地区において、退院支援ルールづくりについて医療と介護が連携

し、検討を行う機会となった。地域おける顔の見える関係づくりにつながっ

た。 
②当該事業を実施することで、これまで支援が出来なかった入院患者に対し

て支援をすることができた。また、患者本人や家族と関わる機会が増え、病

院内の多職種との情報共有を図ることができ、地域の事業所や行政等とも連

携を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ①「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備」 
事業名 【NO.5】 

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備事業 

【総事業費】 
1,429,642 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療ビジョン策定前であっても、現状でも必要なものとして、救急医療

や周産期医療の体制整備や、回復期病床に係る整備を先行して進める 

アウトカム指標： 

 ・病床の機能分化が図られる 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

県内の病院が実施する回復期リハビリテーション病床、地域包括ケア病床の

整備に要する費用の一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口 10 万対） 

54 床（平成 27 年 4 月）→ 増加（平成 29 年 4 月） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

平成 28 年 4 月現在で 53.7 床→54.47 床とわずかながら増加している。 

【未達成の原因等】 

今後、更に補助制度の周知を図り、目標の達成に向け、事業を実施していく。 

また、補助要件について見直しを検討していく。、 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・6 施設の整備を実施し、急性期病床からリハビリテーション病床への転換

を実施した。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
回復期リハビリテーション病棟の病床数については、計画的な整備に努めた

結果、一定の効果があったものと考える。 
回復期病床への転換に係る基盤整備として一定の効果があったものと考え

る。 
その他  
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事業の区分 ①「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備」 
事業名 【NO.6】 

医療情報連携システム整備促進事業 

【総事業費】 
33,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関、市町村等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療ビジョン策定前であっても、現状でも必要なものとして、救急医療

や周産期医療の体制整備や、回復期病床に係る整備を先行して進める 

アウトカム指標： 

 ・ICT を活用した医療機能分化促進により、病院と診療所の連携が進む。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域の医療資源を有効に活用し、患者に質の高い医療を提供できる体制づく

りを促進するために、医療機関等が行う医療情報連携システムの導入に対し

て助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・（本事業による）医療情報連携システムの構築数 

3 箇所（平成 27 年） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

1 箇所 

【未達成の原因等】 

補助金の申請スケジュールがタイトたったため、連携体制構築のために期間

が十分にもうけられなかった。 

補助申請スケジュールの見直しを行う。、 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・ICT を活用した医療機能分化促進により、病院と診療所の連携が進んだ 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
病院から診療所、さらには介護までを含む連携システムが構築されたことに

より、より効果的な医療・介護の提供が可能となる 
 

その他  
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事業の区分 ①「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備」 
事業名 【NO.7】 

医療機関機能強化・機能分化促進事業 

【総事業費】 
2,325,537 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床の整備、

救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床機能等の分化及び

連携等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口 10 万対） 

55.0 床（平成 29 年度）→ 55.0 床以上（平成 30 年度）） 

・地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 

20.0 床（平成 29 年度）→ 20.0 床以上（平成 30 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域の中核的医療機関等の医療機能を有する医療機関の施設設備整備に対

する助成。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

地域の中核的医療機関等の医療機能を有する医療機能強化・機能分化連携を

図る。1施設（平成２９年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

補助実施施設数 1施設 

【未達成の原因等】 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

回復期リハビリテーション病棟→60 床（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

地域包括ケア病棟→26 床（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

（１）事業の有効性 
地域において中核的な機能有する医療機関の施設設備整備が進むことで、医

療機能分化が図られ、地域医療構想の達成に向け効果がある。 
（２）事業の効率性 
事業実施にあたり、医療施設の新築、増改築、医療機器の設備整備に対する

助成を行うことで、効率的に医療機関の整備を行った。 
その他  
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事業の区分 ①「地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備」 
事業名 【NO.8】 

がん診療施設整備事業 

【総事業費】 
402,324 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

地域医療ビジョン策定前であっても、現状でも必要なものとして、救急医療

や周産期医療の体制整備や、回復期病床に係る整備を先行して進める 

アウトカム指標： 

 ・がん診療の機能強化が図られる 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

がんの診断、治療を行う病院の施設・設備整備を図るため、整備に要する 

費用について一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・がん診療施設整備実施病院数 5 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

3 施設の体制整備を実施した。 

【未達成の原因等】 

事業の取り下げにより目標とする実施施設数を下回った。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・がんの診断、治療を行う病院 3施設の設備整備に対し補助を実施した。 

・目標の達成に向け、実現性のある事業計画を持った施設への補助に努めて

いきたい。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
地域医療構想の達成に向け、一定の成果があったものと考える。 
がん診療施設として、病棟整備又は必要な医療機器や臨床検査機器等が整備

されたことにより、機能分化に向けて、一定の効果があったものと考える。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.9】 

医師キャリアアップ・就職支援センター運営事業 

【総事業費】 
50,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

ＮＰＯ法人千葉医師研修支援ネットワーク 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

①臨床研修医マッチ率  81.2％（平成 26 年度）→増加（平成 27 年度） 

②初期臨床研修修了者の県内定着率 

61.1％（平成 26 年 3 月修了者）→ 増加を目指します（平成 28 年 3 月修了

者） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

県内で初期・後期臨床研修を受ける医師の確保や、研修修了後の県内就業を

促進するために、就職説明会での県内病院の紹介、女性医師への就業相談や

登録研修医への後期研修プログラム情報提供など、若手医師の県内定着を 

促進する事業を実施する。 

また、研修医等が最先端のシミュレータ機器を活用して、内視鏡検査や手術

など安全に高度な医療技術を習得できる研修の支援を行う。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①臨床研修病院合同説明会参加者数 1,000 人以上（平成 27 年度） 

②医療技術研修受講者数 300 人以上（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①臨床研修病院合同説明会参加者数 1,296 人 

②医療技術研修受講者数 339 人 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①臨床研修医マッチ率 

81.2％（平成 26 年度）→88.3％（平成 27 年度） 

②初期臨床研修修了者の県内定着率 

61.1％（平成 26 年 3 月修了者）→ 54.9％（平成 28 年 3 月修了者） 

・初期研修修了者それぞれの選択の結果でああるため、単年度の増減はやむ

を得ない面もあるが、より多くの医師が定着するよう環境整備を図りたい。 

（１）事業の有効性（２）事業の効率性 
・県内の初期研修医の増加、県内医療技術の均てん化や研修環境の向上によ

る医師確保対策の推進や後期研修医師の確保 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.10】 

女性医師等就労支援事業 

【総事業費】 
109,172 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・県内医療機関従事医師の女性医師割合 

19.0％（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

女性医師等に対し、勤務条件の緩和、働きやすい職場環境の整備、育児休業

復帰後の女性医師等に対するキャリア形成の支援など、子どもを持つ女性 

医師等が働きやすい職場づくりに総合的に取り組む事業者を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・女性医師等就労支援に取り組む医療機関の増加 

10 施設（平成 26 年度）→ 14 施設（27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

女性医師等就労支援に取り組む医療機関の数が 13 施設に増加 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・県内医療機関従事医師の女性医師割合が 20.0％に増加（H26 医師歯科医師

薬剤師調査） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
県内の女性医師を支援する医療機関の数が本補助事業の実施により着実に

増加している。 
女性医師の医療機関従事者の割合が増加していることから、一定割合の女性

医師の離職防止に効果が出ている。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.11】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費】 
960 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

県内の病院又は診療所における医療従事者の医療勤務環境改善の取組みを

促進し、医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため、専門アドバイ

ザーによる専門的な助言やノウハウの提供等を行う。 

また、勤務環境改善マネジメントシステムの進め方、先進事例についての研

修会を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・勤務環境に関するアドバイス実施医療機関 30 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

専門アドバイザーによるアドバイスを 35 医療機関に対し実施した。 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 11.9%（平成 26 年度） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
各施設の取り組みに対して、訪問・電話相談を組み合わせて状況に応じた支

援を実施することにより、医療従事者の勤務環境改善に寄与した。 
 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.12】 

がん患者口腔ケア医療連携事業 

【総事業費】 
1,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県歯科医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ・地域の歯科医院と連携してがん患者の口腔ケアを行う医療機関の増加 

2 箇所（平成 26 年度）→4 箇所（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

がん患者の口腔衛生状態の向上による、がん合併症の予防・軽減等を図ると

ともに退院後も継続的に歯科治療が受けられるように、歯科医師等に対する

講習会や連携医療機関の拡大のための研修会を開催。また、事業を推進する

ためのがん治療医療機関関係者による会議を開催し、医科歯科連携体制を構

築する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・手術前患者に対する口腔ケアを行う歯科医師の登録数 

440 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

平成 27 年度、登録数は 469 人と増加した。 

（国立がん研究センターHP「千葉県がん患者歯科医療連携登録歯科医名簿」

より） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・「がん患者歯科医療連携登録歯科医名簿」を活用している医療機関は、2箇

所と増加しなかった。 

・医科側の口腔ケア連携に対する意識は徐々に向上しているが、病院間や医

師の間では温度差がある。がん診療連携拠点病院等との調整会議や、医療圏

ごとの連携推進への支援を継続することで、地域に根ざした医科歯科連携体

制の構築を目指す。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
がん患者口腔ケア医療連携事業を推進するための委員会を設置し、検討会開

催等により関係機関の連携を図った。また、研修会により医師・看護師等関

係者の資質向上を図ることができた。 
がん診療連携拠点病院等との調整会議や、医療圏ごとの連携推進への支援に

より、医科歯科連携体制を構築しているところである。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.13】 

薬剤師復職支援事業 

【総事業費】 
800 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県薬剤師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ・薬局・医療施設従事薬剤師 

9,583 人（平成 24 年）→ 増加 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

薬剤師の復職を支援するためのカリキュラムを作成し、復職する薬剤師に対

し、当該カリキュラムに基づく研修を地域ごとに実施し、薬剤師の復職を支

援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・復職支援講習会受講者数 10 人（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

６人（平成 27 年度） 

【未達成の原因等】 

全体研修に 28 名が参加したものの、その後に実施した個別研修に参加者は 6

名であったことから、個別研修の位置付けより強く伝えていきたい。、 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・薬局・医療施設従事薬剤師 

9,583 人（平成 24 年）→ 10,223 人（平成 26 年） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
〈効果〉143 名の案内に対し、19.6％に当たる 28 名の全体研修の参加が得ら

れたことから、未就業の薬剤師に対し復職を検討する動機づけとすることが

できた。 
〈効率的な実施〉平成 26 年の薬剤師調査の都道府県における薬剤師確保対

策の検討等に活用するための同意欄を活用することで、案内送付対象者を効

果的に選定することができた。 
 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.14】 

看護師等学校養成所整備事業 

【総事業費】 
355,506 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

看護師等学校養成所 医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できる 

ための対策を進める。 

アウトカム指標： 

①看護師人数 49,548 人（平成 24 年）→ 増加（平成 29 年） 

②県内看護師等学校養成所の１学年定員 

2,293 人（平成 25 年度）→ 2,550 人（平成 28 年度） 

③補助金交付病院における看護実習生の受入増加人数（累計） 

 773 人（平成 26 年度）→1173 人（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

県内で不足している看護職員の養成・定着を促進するため、看護師等学校 

養成所の新設・増改築に伴う施設・設備整備に要する経費及び県内の看護師

等学校養成所からの新たな看護実習生受け入れに伴う経費の一部を助成す

る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①養成学校整備数 3 施設（平成 27 年度～平成 28 年度） 

②実習病院支援数 20 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①大学 3校の施設整備を実施した。 

②15 施設に補助を実施した。 

【未達成の原因等】 

実習病院支援の補助事業に対する周知を図っていくこととしたい。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①看護師人数 49,548 人（平成 24 年）→52,636 人(平成 26 年） 

②県内看護師等学校養成所の１学年定員 

2,293 人（平成 25 年度）→ 2,550 人（平成 28 年度） 

③補助金交付病院における看護実習生の受入増加人数（累計） 

 773 人（平成 26 年度）→1133 人（平成 27 年度） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
看護師等養成所の定員増により、看護職員の就業者数増加に貢献する見込み

である。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.15】 

看護師等学校養成所運営支援事業 

【総事業費】 
212,830 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ・県内看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 

67.7%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 増加（平成 28 年 3 月卒業生） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

県内で不足している看護職員の養成・定着を促進するため、看護師等養成所

の運営に必要な経費を補助することにより、看護師等養成所の教育を充実さ

せるとともに、経営の安定を図る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・運営費補助看護師等養成所数 15 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

看護師等養成所 15 施設に運営費補助を行った（平成 27 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・養成所卒業生の県内就業率 

67.7%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 67.3%（平成 28 年 3 月卒業生） 

・看護師２年課程校等の落ち込みにより、看護師等学校卒業生の県内就業率

はほぼ横ばいとなったが、大学等を除いた運営費補助実施校の県内就業室

は 73.3％（平成 28 年 3 月卒業生）であり、看護師等学校卒業生の県内就

業増加に寄与している。 

 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
・看護師養成所の教育を充実させるとともに経営の安定を図ることができ

た。 
・補助の実施により、県内看護師等学校養成所卒業生の県内就業率の増加に

貢献する見込みである 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.16】 

看護職員研修事業 

【総事業費】 
158,135 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関、千葉県看護協会、千葉県助産師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

①新人看護職員の離職率 

7.9％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

②看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

新人看護職員研修ガイドラインに沿った新人看護職員に対する研修を実施

した医療機関に対し助成する。 

また、医療の高度化・専門化に対応した良質で安全な看護の提供を行うため

の研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①新人看護職員研修受講者数 2,099 人（平成 27 年度） 

②看護職員研修受講者数 120 人（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①補助金を受けている施設の新人看護職員研修受講者は 1894 人、多施設合

同研修受講者 99 人  計 1993 人 

②看護職員研修 4コースに１３７名参加 

【未達成の原因等】 

ほぼ目標達成。不足分は当初予定した新卒看護師の採用が少なかったため。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①新人看護職員の離職率 

7.9％（平成 25 年度）→ 6.8％（平成 26 年度） 

②看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 11.9％（平成 26 年度） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
・新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を病院等が実施することに 
より、新人看護師の離職防止と看護の質向上を図る。 
・看護教育分野における指導者等の育成や資格取得に係る研修を実施するこ

とにより、教員、指導者の増員を図る。 
その他 新卒看護師の離職率が 1 年で約 1％低下した。研修制度が周知され軌道に乗

ったため成果が表れてきたと考える。 
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.17】 

看護師勤務環境改善施設整備事業 

【総事業費】 
29,379 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

看護職員の離職防止を図るため、スタッフステーション、処置室及びカンフ

ァレンスルーム等の看護職員が働きやすい職場環境の整備に必要な設備の

拡張、新設等の工事費（工事請負費）を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・看護師勤務環境改善施設整備数 3 施設 （平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

事業実施せず 

【未達成の原因等】 

当初実施を予定していた病院が資金繰りが出来ていない等により事業が実

施できなかった。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 11.9％（平成 26 年度） 

・平成 28 年度は３施設が実施予定のため、事業実施により離職率が改善さ

れるよう努める。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
 
 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.18】 

保健師等修学資金貸付事業 

【総事業費】 
229,020 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・修学資金貸付者の県内就業率 

87.5%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 増加（平成 28 年 3 月卒業生） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

看護師等学校養成所等に在学する者のうち、卒業後、県内で看護業務に従事

しようとする者に対して修学資金の貸付を行い、県内における看護職員の確

保及び質の向上を図る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・貸付人数 新規 500 名、継続 630 名（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

貸付人数 新規 492 名、継続 609 名（平成 27 年度） 

【未達成の原因等】 

県外枠 30 名に残枠が出ている。 

県外養成学校や通信制の学校にも積極的に情報提供する。、 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

7.5%（平成 27 年 3 月卒業生）→ 89.3%（平成 28 年 3 月卒業生） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
県内枠については依然として、貸付枠以上の希望者がいる状態で一定の需要

があると言える。ほとんどの借受人が卒業まで貸付を受け、県内就業の意思

を示している。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.19】 

ナースセンター事業 

【総事業費】 
13,860 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県看護協会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・未就業看護職員の再就業者数 

131 人（平成 26 年度）→ 150 人（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

看護職者の就業の促進と確保を図ることを目的として、無料職業相談事業を

充実させ、未就業者を対象とした再就業に向けた講習会・相談会を開催する

と共に、看護の PR や看護進路相談、普及啓発事業などを実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①講習会の参加人数 54 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

②出張相談の相談者数 70 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①平成２７年度の講習会の参加人数  

54 人（平成 26 年度）→ 129 人（平成 27 年度） 

②出張相談の相談者数   

  70 人（平成 26 年度）→ 143 人（平成 27 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・有効求職者中再就業者数 186 名（平成 27 年度） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
平成 27 年 10 月 1 日から看護師等免許保持者の届出制度が開始となった。復

職の医師を把握し、個々の事情に応じた再就職支援が効果的に実施しやすく

なり、今後の再就業者数の増加が見込まれる。 
 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.20】 

歯科衛生士復職支援研修事業 

【総事業費】 
2,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県歯科医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・就業歯科衛生士数 

4,035 人（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

未就業の歯科衛生士に対し、在宅歯科診療等の最新知識や技術を習得するた

めの研修会を実施することで復職を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・復職支援研修会参加者数 

37 人（平成 26 年度）→参加者数 90 人（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・復職支援研修会参加者数 

37 人（平成 26 年度）→47 人（平成 27 年度） 

参加者数は平成 26 年度より増加したものの、目標の数値に達しなかった。 

【未達成の原因等】 

潜在（未就業）歯科衛生士へのアプロ－チが困難であることや、有効な広報

媒体が不明であること、開催地域の偏在が原因であると考えられる。そのた

め、開催地及び周知方法を改善する。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・平成 26 年末現在、就業歯科衛生士数は 4,515 人と、平成 24 年より増加し

た。（衛生行政報告例より） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
研修会参加者のうち、11 名が歯科医院へ復職し、復職人数が昨年度より増加

した。また、千葉県歯科衛生士会との連携により、同じ歯科衛生士の立場か

ら復職を支援することができた。 
開催地を検討することで、開催地域に在住する歯科衛生士の掘り起こしをす

ることができた。 
千葉県の就業歯科衛生士数は増加傾向にあるが、全国の増加割合に比べると

増加率が小さいため、復職等により増やす必要がある。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.21】 

病院内保育所運営事業 

【総事業費】 
689,713 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

在宅医療の仕組みの整備など、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるた

めの対策を進める。 

アウトカム指標： 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 低下（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

病院等に従事する職員のために医療機関等が行う医療施設内の保育施設を

運営する事業に対し助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・病院内保育所を運営する医療機関数 

81（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・病院内保育所を運営する医療機関数 

81（平成 26 年度）→ 83 施設（平成 27 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・看護職員の離職率 

12.8％（平成 25 年度）→ 11.9％（平成 26 年度） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
83 施設に対して助成を行い、病院に勤務する職員の離職防止に寄与すること

ができた。 
 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.22】 

医師不足病院医師派遣促進事業 

【総事業費】 
97,500 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

・自治体病院の医師不足数の減少が図られる。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域医療の基盤を支える県内自治体病院の医師不足の解消を促進するため、

医療機関が県内自治体病院への医師派遣を行う場合に助成する。 

 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・派遣医師数 8 人（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

派遣医師数 4 人 

【未達成の原因等】 

補助制度の趣旨と需給のマッチングの結果。今後も派遣元の確保に努めた

い。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・派遣医師数 4 人分の不足の減少 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
自治体病院の医師の確保につながっている 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.23】 

産科医等確保・育成事業 

【総事業費】 
145,569 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口 10 万対） 

7.1（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

産科・産婦人科医及び助産師の処遇改善等に取り組む医療機関に対して分娩

手当等を助成するほか、臨床研修終了後、産科における研修を専攻する医師

に研修手当を支給する医療機関に対して助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①産科医等の処遇改善に取り組む医療機関  

59 施設（平成 27 年度） 

②産科における研修を専攻する医師の処遇改善に取り組む医療機関 

6 施設（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①産科医等の処遇改善に取り組む医療機関   56 施設 

②産科における研修を専攻する医師の処遇改善に取り組む医療機関  

4 施設 

【未達成の原因等】 

補助対象の条件を満たさない機関は対象とできないため目標施設数に届か

なかった。 

医師数は減少しているため、なお一層、育成・確保を図りたい。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口 10 万対） 

7.1（平成 24 年）→ 6.8（平成 26 年） 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
処遇改善による産科医等の確保や産科を専門とする後期研修医の確保がで

きた。 
医療施設従事医師数（産科・産婦人科）の減少の緩和ができた。 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.24】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費】 
4,326 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

①医療施設従事医師数（小児科）（人口 10 万対） 

10.0（平成 24 年）→ 増加（平成 27 年度） 

②新生児死亡率 

1.0（平成 25 年）→ 減少（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

過酷な勤務状況にある新生児担当医の処遇の改善を図るため、NICU におい

て新生児医療に従事する医師に対して新生児担当手当等を支給する場合に、

その一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・補助対象施設（新生児担当医手当支給病院）数 

2 施設（平成 26 年度）→増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・補助対象施設は 4施設としたが、実際に補助したのは 2施設であった。 

【未達成の原因等】 

補助対象施設の都合により２施設となったが、目標の達成に向け、事業を実

施していく。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①平成 27 年度の医療施設従事医師数（小児科）（人口 10 万対） 

10.0（平成 24 年）→ 10．3(平成 26 年度） 

②平成 27 年の新生児死亡率 

1.0（平成 25 年）→  1.1（平成 26 年度） 

・補助対象施設の都合により対象施設が減となったが、目標の達成に向け、

事業を実施していく。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
・平成 27 年度は、補助対象となる手当支給を行った病院は同数であったも

のの一定の事業効果があったものと考える。 
・過酷な勤務状況にある新生児担当医の処遇の改善に対し一定の効果があっ

たものと考える。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.25】 

小児二次救急医療対策事業 

【総事業費】 
134,179 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

・小児二次救急医療機関数の維持 

 34 箇所（平成 27 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

広域を対象に、休日及び夜間における小児救急医療の拠点となる病院の運営

費に対し助成するほか、市町村等が小児救急医療のため病院群輪番制方式に

よる休日及び夜間の診療体制を整備した場合に、その運営費に対し助成す

る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・補助実施施設数 3 施設（平成 27 年度） 

・補助実施市町村等 4 団体（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

3 施設の運営費補助を実施した。 

3 市 1 団体に対し運営費補助を実施した。 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・平成 27 年度の小児二次救急医療機関数は 34 箇所であり、維持ができてい

る。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
小児救急医療体制の維持に一定の成果があったものと考える。 

その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.26】 

小児救急地域医師研修事業 

【総事業費】 
537 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

・小児救急の質の向上が図られる。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域の小児救急医療体制の補強及び質の向上を図るため、小児科医師、内科

医師等を対象として、小児救急医療及び児童虐待に関する研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・研修参加者数 

97 人（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

68 人が参加した。 

【未達成の原因等】 

地域医療に関わる医師として、他の研修と日程が重なることも多く、参加者

数が減少したことが考えられる。開催時期及び周知方法を検討し、改善を目

指したい。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・内科医、外科医等が参加しており、小児救急の質の向上が図られた。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
小児救急医療について、本県は小児医療資源が乏しく、内科医等にも参加し

てもらうことが必要不可欠であり、本事業の実施は有意義なものと考える。 
その他  
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.27】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 
33,032 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県医師会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

 ・小児救急の質の向上が図られる。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

夜間における子どもの急病・けがについての保護者等からの電話相談に対

し、看護師・小児科医が症状に応じた助言と適切な受診判断を行うことによ

り、地域小児救急医療を補完する。" 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・小児救急電話相談件数 

18,537 件（平成 26 年度）→ 増加（平成 27 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

19,944 件の電話相談があり、前年度より 1,407 件増加した。 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・夜間電話相談を実施することにより、軽症患者を抑制につながった。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
夜間における小児救急医療への軽症患者集中の抑制に対し、一定の効果があ

ったものと考える。 
その他 深夜時間帯の相談に対する要望が多く寄せられていることから、平成 28 年

度からは翌朝 6 時まで相談時間を延長して実施することとした。 
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事業の区分 ④「医療従事者の確保」 
事業名 【NO.28】 

救急基幹センター運営事業 

【総事業費】 
66,813 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、「周産期医療」や「小児（救

急）医療」など診療科によって異なる課題に応じた対策を進める。 

アウトカム指標： 

 心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後生存率 増加（平成 27 年） 

 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

救命救急センター未整備又は人口・面積規模の大きな保健医療圏について、

３次救急医療機関の補完を図るために設置する救急基幹センターの運営に

必要な救急勤務医師・看護師等の確保に必要な費用を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

救急基幹センターの設置数（3 箇所）→ 維持する。 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

3 施設に対し運営費補助を実施した。 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後生存率 

  12.7%（平成 25 年度）→14.3%（平成 26 年度） 

  平成 27 年度は平成 28 年 12 月ごろ公表される予定。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
救急基幹センター（2.5 次）の運営により、救急救命センター(3 次）が未整

備となっている保健医療圏や人口規模・面積規模の大きな保健医療圏におい

て、3 次救急医療機関を補完し、初期・2 次救急医療機関を支援する体制が

確保され、救命率の向上につながったものと考える。 
その他  
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事業の区分 ③「介護施設等の整備」 
事業名 【NO.29】 

介護基盤整備交付金事業 

【総事業費】 
4,895,490 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着型サ

ービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

1,765 床（平成 29 年度）→ 2,112 床（平成 29 年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

561 人/月（平成 28 年度）→1,927 人/月（平成 29 年度） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

13,693 回/月（平成 28 年度）→20,228 回/月（平成 29 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

6,315 人/月（平成 28 年度）→7,258 人/月（平成 29 年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

2,063 人/月（平成 28 年度）→3,507 人/月（平成 29 年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 105 人/月（平成 28 年度）→325 人/月（平成 29 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

市町村における小規模な特別養護老人ホーム等の介護施設の整備に対して

助成する。（補助対象：小規模特別養護老人ホーム、小規模ケアハウス、認知

症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型デ

イサービスセンター、地域包括支援センター、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、看護小規模多機能型居宅介護事業所等） 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム  58 床（2 カ所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所 14 カ所 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 5 カ所 
・認知症高齢者グループホーム 6 カ所 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 58 床（2 カ所） 
・小規模多機能型居宅介護事業所 ４カ所 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 カ所 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 
・認知症グループホーム １カ所 
【未達成の原因等】 
公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延により、目標

61



   

 

を達成できなかった。今後は事業主体である市町村への計画的整備の呼びか

けと進捗状況の確認を積極的に行う。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

1,765 床（平成 28 年度）→ 1,817 床（平成 29 年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

561 人/月（平成 28 年度）→1,927 人/月（平成 29 年度） 

・認知症対応型デイサービスセンター 

13,693 回/月（平成 28 年度）→20,228 回/月（平成 29 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

6,315 人/月（平成 28 年度）→7,258 人/月（平成 29 年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

2,063 人/月（平成 28 年度）→3,507 人/月（平成 29 年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 105 人/月（平成 28 年度）→325 人/月（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
 ・地域密着型サービス施設等の施設整備費に対して助成することにより、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することに効果が

あると考える。 
（２）事業の効率性 
 地域密着型サービス等の整備に対する助成をし、効率的な介護サービス提

供体制の整備を行う。 
  

その他  
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事業の区分 ③「介護施設等の整備」 
事業名 【NO.30】 

広域型施設等の開設準備支援等事業補助 

【総事業費】 
3,355,263 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着型サ

ービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要がある。 

アウトカム指標：  

広域型特別養護老人ホーム 

23,204 床（平成 29 年７月）→25,768 床（平成 29 年度） 

介護老人保健施設 

15,223 床（平成 29 年 2 月）→16,599 床（平成 29 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

広域型特別養護老人ホーム等の施設開設前の準備に要する経費に対して

助成する。これにより、開設当初から質の高いサービスを提供するための体

制を整備するほか、広域型特別養護老人ホーム等の整備用地確保のために定

期借地権を設定し、一時金を支払った場合に助成を行うことにより、施設の

整備促進を図る。（補助対象：特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、ケアハ

ウス） 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

広域型特別養護老人ホーム 230 床（3 カ所） 
 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

広域型特別養護老人ホーム（政令市・中核市除く） 
 230 床（3 か所） 
【未達成の原因等】 
・公募の不調・選定事業者辞退による着工の先送り、工期の遅延による竣工

の遅れにより、目標を達成できなかった。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

広域型特別養護老人ホーム 

23,204 床（平成 28 年度）→24,491 床（平成 29 年度） 

介護老人保健施設 

15,223 床（平成 29 年 2 月）→15,594 床（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
 広域型特別養護老人ホームの開設準備経費に対して助成することにより、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することができ、入

所待機者の増加を抑えることができた。 
（２）事業の効率性 
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 広域型特別養護老人ホーム等の開設設置に必要な準備経費に対して支援

し、効率的な介護サービス提供体制の整備を行う。 
  

その他  

64



 

事業の区分 ③「介護施設等の整備」 
事業名 【NO.31】 

地域密着型施設等の開設準備支援等事業交付金 

【総事業費】 
1,846,584 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３３年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着型サ

ービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

・広域型特別養護老人ホーム 

23,204 床（平成 29 年 7 月）→25,768 床（平成 29 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

1,765 床（平成 29 年 7 月）→ 2,112 床（平成 29 年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

561 人/月（平成 28 年度）→ 1,927 人/月（平成 29 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

6,315 人/月（平成 28 年度）→ 7,258 人/月（平成 29 年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

2,053 人/月（平成 28 年度）→ 3,507 人/月（平成 29 年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

105 人/月（平成 28 年度）→ 325 人/月（平成 29 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

市町村における小規模な特別養護老人ホーム等の介護施設等の開設前の

準備に要する経費に対して助成する。これにより、開設当初から質の高いサ

ービスを提供するための体制を整備するほか、整備用地確保のために定期借

地権を設定し、一時金を支払った場合に助成を行うことにより、施設の整備

促進を図る。（対象施設：小規模特別養護老人ホーム、小規模ケアハウス、認

知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等) 
アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・広域型特別養護老人ホーム 290 床(4 か所) 

・地域密着型特別養護老人ホーム 58 床(2 か所) 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 5 カ所 

・認知症高齢者グループホーム 108 床（6カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 99 床（11 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 14 床（2カ所） 

・施設内保育施設 1 カ所 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・広域型特別養護老人ホーム 290 床(4 か所) 
・地域密着型特別養護老人ホーム 0 床(0 か所) 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所(2 カ所) 
・認知症高齢者グループホーム 54 床（3 カ所) 
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・小規模多機能型居宅介護事業所 33 床（4 か所) 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 12 床(2 か所) 
・施設内保育施設 1 か所 
【未達成の原因等】 
公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延により、目標

を達成できなかった。今後は事業主体である市町村への計画的整備の呼びか

けと進捗状況の確認を積極的に行う。【未達成の原因等】 
公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延により、目標

を達成できなかった。今後は事業主体である市町村への計画的整備の呼びか

けと進捗状況の確認を積極的に行う。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・広域型特別養護老人ホーム 

23,204 床（平成 29 年 7 月）→24,491 床（平成 29 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

1,765 床（平成 29 年 7 月）→ 1,817 床（平成 29 年度） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

469 人/月（平成 27 年度）→561（平成 29 年度） 

・認知症高齢者グループホーム 

6,200 人/月（平成 27 年度）→13,693（平成 29 年度） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

1,910 人/月（平成 27 年度）→2,063（平成 29 年度） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

93 人/月（平成 27 年度）→105（平成 28 年度） 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の開設準備経費に対して助成することにより、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することに効果が

あると考える。 
（２）事業の効率性 
 地域密着型サービス施設等の開設に設置に必要な準備経費に対して支援

し、効率的な介護サービス提供体制の整備を行う。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.32】 

福祉・介護人材参入促進事業 

【総事業費】 
94,851 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村、養成施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

市町村や養成施設等が、小～大学生、高齢者や主婦等の一般の方を対象 

に、福祉・介護の仕事の大切さと魅力を伝えるための福祉・介護体験やセミ 

ナー等の開催を促進する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

福祉・介護体験、セミナー参加者数 6,600 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

福祉・介護体験、セミナー参加者数 7,339 人（平成 29 年度）  

【未達成の原因等】 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

・事業の改善策の検討やその他の手法の検討などを図りながら、引き続きさ

らなる介護職確保・定着の対策を実施していく。 

（１）事業の有効性 
 幅広い年齢層を対象にセミナーを実施することで、介護職に対する魅力

や動機付けの喚起につながり、介護職員の就労者数の増加に寄与すると考

える。 

（２）事業の効率性 

町村だけでなく、養成施設等にも範囲を広げセミナ－開催に係る費用を支援

することで効率的にセミナー開催を実施できた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.33】 

介護福祉現場のイメージアップ事業 
【総事業費】 

16,000 千円 
事業の対象

となる区域 

県全域 

事業の実施

主体 

千葉テレビ放送株式会社 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進を進める

必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

若者の介護福祉分野に対するマイナスイメージを払拭し、介護現場への理解

認識を深めてもらうため、イメージアップに資する動画を作成し、介護の日

を中心に広報啓発活動を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

you tube 動画再生回数 ５万回以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

you tube 動画再生回数 65,307 回（平成 29 年 11 月 29 日現在） 

【未達成の原因等】 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

・事業の改善策やその他の手法などを検討しながら、引き続きさらなる介護

職確保・定着の対策を実施していく。 

（１）事業の有効性 
若者に介護現場への理解や認識を深める普及啓発を行い、イメージアップ

を図ることは将来的な介護人材の増加に寄与するものと考える。 
（２）事業の効率性 
介護現場への理解や認識を深めてもらうために、テレビや SNS を効果的

に活用し、広報を行うことで若者だけでなく多様な層へ効率的に啓発ができ

たと考える。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.34】 

職場体験事業 

【総事業費】 
16,650 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

他分野からの離職者等が福祉・介護の仕事の魅力と実際の現場を知るため 

に、職場体験を行う機会を提供し、就労意欲を喚起させる。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

体験人数 280 人以上(平成 29 年度) 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

体験人数 248 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

広報が不十分であったことなどが、一因と考えられる。今後は効果的な広報

について検討していく。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度）・ 

（１）事業の有効性 
職場体験を行うことは就労意欲を喚起し、介護就労者数の増加に対して有

効であると考える。 
（２）事業の効率性 
他分野からの離職者の情報収集等職場体験のノウハウを有する社会福祉協

議会に委託することで効率的に職場体験事業を実施できた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.35】 

介護職員初任者研修受講支援事業 

【総事業費】 
201,600 千円 

事業の対象と

なる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施主

体 

市町村 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の

向上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事 業 の 内 容

（当初計画） 

初任者研修、実務者研修等、参入促進のための研修等に要する経費に対し

助成する市町村を支援する。また、市町村が上記研修を実施した場合（委

託も含む）に係る経費に対しても補助する。 

アウトプット

指標（当初の

目標値） 

受講者数 220 人以上（平成 29 年度） 

アウトプット

指標（達成値） 

受講者数 339 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

 

事 業 の 有 効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

（１）事業の有効性 
多様な人材に対して、研修を実施することで介護業界の参入の促進につ

ながり、就労者数の増加に寄与すると考える。 
（２）事業の効率性 
初任者研修、実務者研修に要する経費を助成する市町村を支援すること

で、効率的に研修受講支援を行った。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.36】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費】 
18,722 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村、養成施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域ごとに合同面接会等を実施する市町村及び事業者等を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

合同面接会参加者数 330 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

合同面接会参加者数 215 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

景気の動向を反映し、本県の介護関連職種の有効求人倍率は平成 29 年 12 月

時点で 4.88 倍であることも一因であると考える。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

（１）事業の有効性 
 介護現場における雇用者と従事者の出会いの場を提供することは介護人

材確保につながり、就労者数増加に寄与すると考える。 

（２）事業の効率性 

地域単位での合同面接会の開催費用等を支援することで、市町村、養成

施設等が効率的に合同面接会を実施できた。 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.37】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業（委託） 

【総事業費】 
45,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

千葉県福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、介護事業所等にお 

ける求人ニーズの把握や就職相談、就職説明会等の実施や事業所等の経営者 

に対して会計・財務・人事等に関するトータルマネジメントについてセミナ 

ー等を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

① 就職等相談件数 345 件以上（平成 29 年度） 
② 福祉のしごと施設見学会 10 施設以上（平成 29 年度） 
③ 就活ミニ講座受講者数 45 人以上（平成 29 年度） 
④ セミナー参加人数 115 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

① 就職等相談件数 ３３０件（平成 29 年度） 
② 福祉のしごと施設見学会 １０施設（平成 29 年度） 
③ 就活ミニ講座受講者数 ５７人（平成 29 年度） 
④ セミナー参加人数 ４２７人（平成 29 年度） 
【未達成の原因等】 

就職等相談件数は目標値に達していないものの、他の事業でカバーできたも

のと考えている。就職等相談件数についても、周知等により、増加していき

たい。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

（１）事業の有効性 
多様な人材に対し、求人ニーズの提供や就職相談等を行うことで介護人材

の確保に効果的であると考える。 
（２）事業の効率性 
福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置することで若者や高齢者

等の多様な人材に対し就業相談を行うことが可能となり効率的であると考

える。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.38】 

介護職員等対象の喀痰吸引等研修事業 

【総事業費】 
92,600 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県看護協会等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率  17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護施設等において介護職員が喀痰吸引・経管栄養を行うための研修及び研 

修の指導者を養成するための講習を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

① 喀痰吸引等研修修了者 50 名以上(平成 29 年度) 
② 指導者養成講習修了者 60 名以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

① 喀啖吸引等研修修了者 ４８名（平成 29 年度） 
② 指導者養成講習修了者 １３名（平成 29 年度） 
【未達成の原因等】 

指導者養成講習については、講習の開催時期が受講者の希望に沿うもので

はなかったことが一因と考えられる。今年度は開催時期を検討していきた

い。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 
（１）事業の有効性 
喀痰吸引等を実施することができる介護職員は不足しており、一部の職員

の負担が大きくなっている。このため研修により喀痰吸引等を実施できる介

護職員を増やすことは負担軽減につながり介護人材の職場への定着に有効

である。 
（２）事業の効率性 
喀痰吸引等に関し研修実績のある看護協会等に業務を委託することで効

率的に研修事業を実施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.39】 

福祉・介護人材キャリアパス機能強化事業 

【総事業費】 
74,963 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村、養成施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率  17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

福祉・介護人材の就労年数や職域階層等に応じた知識や技術等を修得し、ス 

キルアップ等を促進するための研修等を実施する市町村及び事業者等を支 

援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・研修受講者数 2,500 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

研修受講者数 4,162 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 

（１）事業の有効性 
キャリアアップの研修を行い、福祉・介護に携わる職員の経験年数に応

じた質の向上を図ることは、離職率の減少につながる効果があると考え

る。 

（２）事業の効率性 

知識・技術の修得及びキャリアアップ等を促進するための研修開催費用

を助成することで、効率的に研修事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.40】 

介護支援専門員専門研修（法定研修）  

【総事業費】 
1,940 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県 

指定研修実施機関：千葉県社会福祉協議会 千葉県介護支援専門員協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

・実務従事者対象の専門研修（法定研修）の終了時アンケートにおいて 

各項目で「よく理解できた」「理解できた」と回答する者が 75％以上 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

実務研修及び更新研修等の講師や演習指導者である指導者に対し、情報の提

供・交換、研修運営方針、課題の共有等を行う指導者会議を開催する。 

また、各研修の効率的・効果的な実施方策について検討する研修向上委員会

を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・指導者会議開催 1 回以上（平成 29 年度） 

・研修向上委員会の実施 年１回以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・指導者会議の開催 1回実施（平成 29 年度） 

・研修向上委員会の実施 年３回実施（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・実務従事者対象の専門研修（法定研修）の受講者アンケートにおいて 

各項目で「よく理解できた」「理解できた」と回答する者が 75％以上 

（１）事業の有効性 
 法定研修の実施に当たって、指導者会議及び研修向上委員会を開催するこ

とで、研修実施機関と各研修の指導者の間で必要な情報について共有、連携

が図られることで、研修内容についての受講者の理解が深まっている。 
（２）事業の効率性 
指導者会議及び研修向上委員会を開催することで、指導方針や研修実施に

当たっての問題点、解決方法について、県、研修実施機関２団体及び各指導

者の間で効率的な意思疎通、意思決定や情報共有が図られている。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.41】 

メンタルヘルスサポート事業 

【総事業費】 
9,671 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の離職率 17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

千葉県福祉人材センターに臨床心理士等の相談支援アドバイザーを配置し、 

就労間もない介護職員等に対し巡回相談を行うとともに、事業者に定着支援 

のためのアドバイスを行う 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

① メンタルヘルス等相談件数 230 件以上（平成 29 年度） 
② 出張相談会参加者数 20 人以上（平成 29 年度） 
③ 就職支援セミナーの参加者数 50 人以上（平成２９年度） 

3 ① メンタルヘルス等相談件数 ２７８件（平成 29 年度） 
② 出張相談会参加者数 １５人（平成 29 年度） 
③ 就職支援セミナーの参加者数 ５７人（平成 29 年度） 
【未達成の原因等】 

出張相談件数は目標数に達していないものの、メンタルヘルス相談件数は目

標値に達しており、こちらでカバーしているものと考えている。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 
（１）事業の有効性 
就労間もない介護職員に対し、カウンセラー等が相談対応することは介護

職の定着につながり、離職率の減少に効果がある。 
（２）事業の効率性 
福祉人材センターに産業カウンセラー等の人材アドバイザ－を配置し、就

労間もない介護職員等に対し巡回相談を行うことで効率的に介護職員の定

着支援を行った。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.42】 

介護福祉士試験実務者研修及び認知症介護指導者養成

研修に係る代替職員の確保事業 

【総事業費】 
96,148 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村、介護施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護従事者が介護福祉士試験の受験要件となる実務者研修を受講し代替職

員を確保した事業者に市町村が助成を実施した場合に支援する。また、認知

症介護指導者養成研修を受講する際、代替職員を確保した事業者に支援す

る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

実施事業所 

① 介護福祉士試験実務者研修補助市町村数 5 市町村以上（平成 29 年度） 
② 認知症介護指導者養成研修派遣事業所数 3 事業所以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

① 介護福祉士試験実務者研修補助市町村数 0 市町村（平成 29 年度） 
② 認知症介護指導者養成研修派遣事業所数 2 事業所（平成 29 年度） 
【未達成の原因等】 

いずれの研修についても、正規職員の確保も困難な中、新たに代替職員と

して人材を確保することが困難であったことが一因と考える。実務者研修に

ついては来年度は、対象を市町村から社会福祉施設等に変更し、事業所で雇

用している非常勤の職員に限り、勤務時間の延長による人件費分も補助対象

とする。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 
（１）事業の有効性 
介護福祉士試験実務者研修修了職員や認知症介護指導者の資格を持つ職

員の増加により質の高い介護職員の確保につながる。 

（２）事業の効率性 

介護福祉士試験実務者研修や認知症介護指導者養成研修を受講できるよ

う受講する介護従事者の代替職員を確保するための費用を支援すること

で、効率的に代替職員の確保が可能となる。 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.43】 

潜在有資格者等再就職促進事業 

【総事業費】 
68,041 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村、養成施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年）⇒84,052 人（平成 29 年） 

 平成 27 年 6 月厚労省発表の需給推計（確定値）に修正 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護福祉士等の福祉・介護への再就職が進むよう介護サービスの知識や技術 

等を再確認するための研修を実施する市町村及び事業者等を支援する 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

研修会参加者数 135 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

研修会参加者数 132 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

僅かに指標を下回ったが、来年度は周知方法等を検討し、参加者の増加に努

めたい。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数 67,600 人（平成 25 年度）⇒76,792 人（平成 28 年度） 

（１）事業の有効性 
潜在有資格者は即戦力であり、今後は、市町村等と連携し掘り起こしを行

い、事業の有効性を高めていく。 
（２）事業の効率性 
市町村及び事業者等に対し、研修費用を支援することで効率的に研修を実

施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.44】 

職場環境改善普及促進事業 

【総事業費】 
18,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

養成施設等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

 介護職員の離職率 17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

管理者等に対する具体的な雇用管理改善方策に関する研修等を実施する事 

業者等を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

研修会参加者数 300 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

研修会参加者数 610 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 
（１）事業の有効性 
管理者等における雇用管理が改善されることにより、職員の定着又は増加

につながる。 

（２）事業の効率性 

管理者等に対する雇用管理改善方策に関する研修等を実施する市町村及び

事業者の支援を行い、管理者の雇用管理改善が図られる。 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.45】 

認知症対応型サービス事業管理者等研修及び認知症介

護フォローアップ研修 

【総事業費】 
9,811 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県（ちば地域密着ケア協議会、千葉県高齢者福祉施設協会、認知症介護

研究・研修東京センターに委託）、千葉市 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢化等により、介護従事者の不足が深刻になっている介護従事者の定着を

図るためには、参入の促進、質の向上、労働環境の改善等を進める必要があ

る。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護職員が職場に定着するためには、施設管理者の働きが欠かせない。管理

者が適切に施設を管理、運営できるよう管理者に対して研修を実施する。ま

た、研修の質を向上させるため、認知症介護実践研修の指導者に対し、最新

の認知症介護に関する高度な専門的知識を習得させるとともに、教育技術等

の向上を図る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

認知症対応型サービス事業管理者等研修受講人数  

150 人以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

認知症対応型サービス事業管理者等研修受講人数  

195 人（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 
（１）事業の有効性 
 管理者に対して研修を実施することは、施設の良質なサービス提供に向け

資することが大きく、施設で勤務する職員また、職員の職場への定着につな

がる。 
（２）事業の効率性 
 管理者を対象にした施設管理研修や認知症介護に関する高度な専門的知

識習得する研修事業を介護団体に委託することで、効率的な質の向上が図れ

た。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.46】 

かかりつけ医及び認知症サポート医等、医療従事者向

け認知症対応力向上研修と連携の仕組みづくり 

【総事業費】 
22,592 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県医師会、千葉市 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

①認知症サポート医養成研修 2 回 

②かかりつけ医認知症対応力向上研修 4 回 

③病院任務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 4 回 

④認知症サポート医フォローアップ研修 4 回 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

認知症の人やその家族を適切に支えるため、早期診断・治療と適切な対応が 

図れるよう、認知症サポート医の養成及びかかりつけ医、病院勤務の医療従 

事者を対象とした認知症対応力向上研修を行うとともに、各地域における医 

療、介護、福祉の地域連携体制を強化する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・認知症サポート医養成研修修了者数 25 名（平成 29 年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者数  

平成 28 年度 880 人から増加を目指す（平成 29 年度） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者数  

平成 28 年度 1,158 人から増加を目指す（平成 29 年度） 

・認知症サポート医による普及啓発事業 13 市町村 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①認知症サポート医養成研修修了者数 46 人（平成 29 年度） 

②かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者数 914 人（平成 29 年度） 

③病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者数 1,418 人 

（平成 29 年度） 

④認知症サポート医による普及啓発事業 11 市町村 

【未達成の原因等】 

④普及啓発活動の必要性を理解し、予算を確保する市町村の増加に伴う希望

市町村減少のため。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①認知症サポート医養成研修 2 回 

②かかりつけ医認知症対応力向上研修 4 回 

③病院任務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 4 回 

④認知症サポート医フォローアップ研修 4 回 
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（１）事業の有効性 
研修を通して、医療・介護・福祉の連携の仕組みづくりを構築することで効

果的に連携体制の強化を図る。 
（２）事業の効率性 
関係団体に事業を委託することで、効率的に対象となる専門職を確保し、研

修を実施することができた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.47】 

認知症初期集中支援チーム員研修事業 

【総事業費】 
13,989 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

国立長寿医療研究センター 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

・初期集中支援チーム設置済み市町村数 54 市町村（平成 29 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

認知症の人や家族に関わり、アセスメント、家族支援などの初期の支援を 

包括的、集中的に行い、自立生活のサポートを行う初期集中支援チーム員の 

資質の向上を図るため、研修事業を行う。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・初期集中支援チーム員研修への参加 1 回以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・初期集中支援チーム員研修への参加 3 回（平成 29 年度） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・初期集中支援チーム設置済み市町村数 54 市町村 

（１）事業の有効性 
チーム員としての活動や役割を理解し、対象者への支援方法を学ぶ。 
（２）事業の効率性 
研修実施機関に研修を委託することで、効率的に研修を実施することができ

た。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.48】 

認知症介護実践者等養成事業 

【総事業費】 
5,719 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

ちば地域密着ケア協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

・地域密着型サービス登録事業者数 

856（平成 28 年度）→ 増加（平成 29 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

認知症介護の指導的立場にある者等に対し、適切なサービスの提供に関す 

る知識等を修得させるための研修を実施することにより、認知症高齢者に対 

する介護サービスの充実を図る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・認知症介護サービス事業開設者研修受講者数 30 名以上（平成 29 年度） 

・小規模多機能型サービス等計画作成者研修受講者数 50 名以上（平成 29 年

度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修 2 回（21 名申込 19 名修了） 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 3 回（58 名申込 45 名修

了） 

【未達成の原因等】 

法定研修であり必要な者が受講したが、受講申込期間を十分にとれていなか

った可能性があるので申込機関について検討の必要があり、また、本研修に

係る他研修と研修期間が重複してしまったので、他実施主体・機関と調整の

うえ本研修を実施する必要がある。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・地域密着型サービス登録事業者数 

856（平成 28 年度）→ 892（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
認知症介護の指導的立場にある者等に対し、適切なサービス提供に関する知

識等を修得するための法定研修を実施することで、認知症高齢者に対する介

護サービスの充実に寄与している。 
（２）事業の効率性 
複数回実施できる、事業所指定時期等を考慮するなど効率的な研修の実施に

努めた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.49】 

市民後見推進事業 

【総事業費】 
54,266 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

市民後見人の選任数の増加。（平成２８年度 ８名） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

認知症の人の生活を地域で支える体制づくりのため、市町村において市民 

後見人を確保できる体制を整備・強化し、地域における市民後見人の活動を 

推進するために、市民後見人養成のための研修等を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・市民後見推進事業実施市数 １６市（平成２９年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・市民後見推進事業実施市数  １０市（平成２９年度） 

【未達成の原因等】 

実施希望市町村のうち事業を見送った市町村があったため。今後も本事業に

ついて市町村への周知に努める。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・市民後見人推進事業を実施した市から市民後見人の選任がされた。 

 (市民後見人の選任状況 平成２９年度 １３名) 

（１）事業の有効性 
市民後見人養成を目的とした研修を実施することで、専門職以外の市民後

見人の増加に寄与する。 
（２）事業の効率性 
 市町村において市民後見人を確保するため、市町村に対し研修会開催費用

を支援することで効率的に市町村事業である市民後見推進事業が実施され

た。 
 
 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.50】 

地域包括ケアシステム構築市町村支援事業 

【総事業費】 
23,261 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県、社会福祉法人等 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

①地域ケア会議に取り組む市町村数の増。 

②生活支援サービス等の充実に係る人材の育成（養成人員 170 人） 

③平成 30 年度中には、全ての市町村が在宅医療・介護連携推進事業に取組ん

でいる。 

④介護予防の推進に資する専門職育成事業 養成人員 253 人（平成 28 年度） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて市町村が実施する地域支援事業の充

実に関わる人材の養成及び資質の向上を図る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①地域ケア会議に係る中央勉強会の開催（年 1回） 

②生活支援コーディネーター養成事業（養成人員 170 名） 

③広域連携会議（地域の実情に応じて開催） 

④介護予防・日常生活支援総合事業実施に向けた市町村セミナーの開催 

（年１回） 

⑤介護予防・生活支援サービスの担い手養成（養成人員 200 名） 

⑥介護予防の推進に資する専門職育成事業 研修 1回以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①地域ケア会議に係る中央勉強会の開催（１回） 

②生活支援コーディネーター養成事業（養成人員 148 名） 

③広域連携会議（５地域） 

④介護予防・日常生活支援総合事業実施に向けた市町村セミナーの開催 

（１回） 

⑤介護予防・生活支援サービスの担い手養成（養成人員 117 名） 

⑥介護予防の推進に資する専門職育成事業 研修 3回（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

勉強会、広域連携会議の開催については達成をしたものの、生活支援コーデ

ィネーター、介護支援生活支援サービスの担い手養成人数が指標に届かなか

ったことについては、事業期間の不足、周知不足が原因と考えており、事業

期間の確保、市町村との連携、周知方法等を見直し養成人員の確保に努めて

いく。 
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

①地域ケア会議を開催している市町村数  H28：50 市町村→H29:50 市町村 

②生活支援コーディネーター養成事業（養成人員 148 名） 

③在宅医療・介護連携推進事業すべての項目に取り組んでいる市町村数  

２８市町村（H29.8 現在） 

⑤介護予防の推進に資する専門職育成事業 養成人員 205 人（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
 市町村を対象にした勉強会、セミナーなどにより市町村職員等地域支援事

業の充実に関わる人材の養成及び資質の向上が図られ、地域包括ケアシステ

ムの構築推進に効果がある。 
（２）事業の効率性 
市町村職員を対象にした研修実施、地域における生活支援コーディネータ

ー等の人材育成支援等多方面から支援を行うことで、効率的に市町村支援を

実施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.51】 

地域包括支援センター職員等研修事業 

【総事業費】 
14,998 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県地域包括・在宅介護支援センター協会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

地域包括ケア体制の構築について、理解できたと回答した者の割合 

90％以上 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域包括ケアシステム構築にあたりコーディネーター役を担う地域包括支 

援センターの職員の資質向上を図るための研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

初任者研修（２日間×２回）、現任者研修（２日間×２回）（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

初任者研修（２日間×２回）、現任者研修（２日間×２回）（平成 29 年度） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

地域包括ケア体制の構築について、理解できたと回答した者の割合 86％ 

（１）事業の有効性 
 地域包括支援センター等の職員の資質の向上を図ることで、地域包括ケア

についての理解が深まり、地域包括ケアシステムの構築推進につなげる。 
（２）事業の効率性 
 初認者、現任者の段階別の研修を実施することで、効率的に地域包括ケア

システム構築に係る研修を実施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.52】 

コミュニティソーシャルワーカー育成事業 

【総事業費】 
3,757 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

・生活支援・介護予防の担い手となる職員等の育成・スキルアップが図られ

る 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域包括ケアシステム構築に向け、生活支援・介護予防の担い手となる職員 

等の資質を向上するため、個別支援と地域支援を総合的にコーディネートし 

ながら、地域社会づくりを実践する者（コミュニティソーシャルワーカー） 

としての技能を習得させる研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

①生活支援・介護予防の担い手となる地域住民を対象とした基礎研修人数 

150 人以上 

②地域包括支援センター職員等を対象とした専門研修人数 30 人以上 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

①生活支援・介護予防の担い手となる地域住民を対象とした基礎研修人数  

150 人以上⇒202 人 

②地域包括支援センター職員等を対象とした専門研修人数  

30 人以上⇒77 人 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・生活支援・介護予防の担い手となる職員等の育成・スキルアップが図られ

た。 

（１）事業の有効性及び（２）事業の効率性 
研修を実施し、コミュニティソーシャルワーカーの人数の増加、質の向上を

図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.53】 

元気高齢者の活躍サポート事業（地域のやる気支援 

事業） 

【総事業費】 
31,512 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県、ＮＰＯ等 

（県→ＮＰＯ等へ補助） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

高齢者の社会参加やサービスの担い手育成が図られる。 

（養成人員累計 H28：1,753 人→H29：2,153） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

高齢者の社会参加を促し、高齢者が地域の担い手として活躍することを促進 

するため、生活支援サービス等の担い手の養成等を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

10 団体に補助金を交付（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

10 団体に補助金を交付（平成 29 年度） 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

担い手養成数（累計）2,360 人（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
活力のある高齢者に生活支援サービス等の担い手として活躍してもらい、

社会参加することで介護人材のすその拡大及び人材の確保につながる。 
（２）事業の効率性 
生活支援サービス等の担い手に要する費用を関係団体に補助することで

ことで効率的に生活支援等の担い手養成支援事業を実施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.54】 

介護支援専門員地域同行型研修事業 

【総事業費】 
2,378 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

研修参加者へのアンケートにおいて、学びたい事をどれくらい習得できた

か：「十分に習得できた」、「一定程度習得できた」と回答した者の割合  

アドバイザー：85%以上  受講者：85%以上 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

指導的な立場にある主任介護支援専門員をアドバイザーとして、介護支援専

門員に対し実習型の研修を実施し、より一層の実務能力の向上を図る 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

アドバイザー事前研修、初回全体研修、最終日全体研修 各 1回実施 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

アドバイザー事前研修、初回全体研修、最終日全体研修 各 1回実施（平成

29 年度） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

研修参加者へのアンケートにおいて、学びたい事をどれくらい習得できた

か：「十分に習得できた」、「一定程度習得できた」と回答した者の割合  

⇒アドバイザー：91%  受講者：95% 

（１）事業の有効性 
地域における人材育成の観点から、一定の実務を経験した介護支援専門員（受講

者）に対し、主任介護支援専門員（アドバイザー）による実習型研修を実施する

ことにより、相互研鑽を通じて、介護支援専門員の実務能力の向上及び主任介護

支援専門員の指導力の向上を図ることができる。 
（２）事業の効率性 
事業開始前に全市町村に対し、参加意向調査を実施し地域の実情の把握、事

前研修、初回・最終全体など段階別の研修など効率的に実務能力の向上を目

的とした研修を実施した。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.55】 

認知症コーディネーターの養成及び配置促進事業 
（医療と介護の地域支援体制強化事業（人づくり）） 

【総事業費】 
4,700 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

千葉県（千葉県高齢者福祉施設協会に委託） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

認知症コーディネーターの養成数（累計） Ｈ28：275 人→H29：325 人 

 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

多職種チームケアの実現に向け、医療・介護・福祉等関係機関の連携の中

心となる「認知症コーディネーター」の養成及び配置を促進させる。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

フォローアップ研修の実施 2 回（平成 29 年度） 

事例報告会の実施 1 回（平成 29 年度） 

 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

フォローアップ研修の実施 2 回（平成 29 年度） 

事例報告会の実施 1 回（平成 29 年度） 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症コーディネーターの養成数（累計） 343 名（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
認知症の人に対するコーディネーターとしての役割を理解し、専門職同士の

連携を図る。 
（２）事業の効率性 
認知症の人や支援者側である専門職の立場も理解している千葉県高齢者福

祉施設協会に委託することで、効率的な研修を実施することができる。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.56】 

認知症地域支援推進員研修事業 

【総事業費】 
2,893 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

認知症介護研究・研修東京センター、国立大学法人千葉大学 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標： 

・認知症地域支援推進員を県内全市町村（54 市町村）に配置する。 

・認知症専門職における多職種協働研修会の修了者数 200 名 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護との医療の連携強化や地域における支援体制の構築を図る役割を持っ

た認知症地域支援推進員の養成及び資質向上を図る。 

 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

・認知症専門職における多職種協働研修の年 2回開催（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

・認知症専門職における多職種協働研修の年 2回開催（平成 29 年度） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・認知症地域支援推進員設置市町村数 51 市町村 

・研修会の修了者数 200 名（平成 29 年度） 

（１）事業の有効性 
・推進員としての活動や役割を理解し、対象者への支援方法や地域での活動

方法を学ぶ。 
（２）事業の効率性 
・研修実施機関に研修を委託することで、効率的に研修を実施することがで

きた。 
その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.57】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】 
21,000 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

社会福祉法人 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 17.8%(平成 28 年)⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護現場における人材確保策として、介護従事者の負担を軽減するための介

護ロボットを導入する介護事業所に対して助成する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

40 施設×2台（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

14 施設(92 台)（平成 29 年度） 

※1施設最大 10 台まで補助可能 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4％（平成 29 年） 

（１）事業の有効性 
 介護職員の負担軽減等職場環境の改善を図ることで、介護職員の離職率の

減少を図る。 
（２）事業の効率性 
 介護ロボットの導入費用を助成することで、効率的に導入支援を行った。 

その他  
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事業の区分 ⑤「介護従事者の確保」 
事業名 【NO.58】 

介護事業所内保育施設運営支援事業 

【総事業費】 
160,664 千円 

事業の対象

となる区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・

市原 
事業の実施

主体 

市町村 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質の向

上、労働環境の改善等を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の離職率 17.8％（平成 28 年）⇒減少（平成 29 年） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

介護施設・事業所における保育施設等の運営（複数の介護事業者による共同

実施も含む）のための経費を助成する市町村を支援する。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

補助実施事業者数 5 事業者以上（平成 29 年度） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

補助実施事業者数 ５事業者（平成 29 年度） 

【未達成の原因等】 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 15.4%（平成 29 年） 

（１）事業の有効性 
 保育施設等の運営により労働環境を整えることで、離職率の減少及び介護

職の定着に効果がある。 
（２）事業の効率性 
介護施設・事業所における保育施設等の運営のための経費を助成する市町

村を支援することで、効率的な介護事業所内の保育施設運営が行えると考え

る。 
その他  
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